
平成 20年 6月 13日

行 政 管 理 課

平成 19年度包括外部監査の結果に基づく措置について

1 外 部監査報告の状況

外部監査め内容 試 験研究機関の財務に関する事務の執行について ,

報告日 平 成 20年 3月 28日

2 対 応状況

5月 28日に関係各課に対して、措置状況の報告を依頼。報告期限は7月 4日 としてい

る。

3 今 後の対応

関係各課からの報告を受けて、行政管理課で取りまとめをし、監査委員事務局へ措置

結果の報告を行う。 (7月末を目途)

その後、監査委員事務局にて県公報へ登載する。なお、監査委員事務局HPに も掲載

される予定。       ・



平成 16年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 ′結 果 措 置 の 内 容

第 1部 県外 ・海外事務所
1,県 外事務所

(1)会 計処理の問題点

① 歳 出決算調が課ごとに作成され

ることから、事務所としての費用
の合計が、一見して明らかではな
い 。

事務所存続による費用対効果を検
証するためにも、一覧性のある資料
の作成がなされ、県民の議論に付さ
れるべきである。

② 日額旅費については、県外事務所特
有の取 り扱いに合理的な理由はな
く、速やかに廃止すべきである。

(2)存続についての問題点

① 既 に廃止が決定されている北海道
事務所はともかく、他の県外事務所
についても、費用対効果の点から、

廃止もしくは、仮に存続する場合で

あつても、事務所の規模縮小や、業

務内容の見直しが図られるべきであ
る。

② 具 体的には、効果が期待出来ない

事業の思い切つた廃止 ・縮小、コン
ベンション協会との協働体制の見直
し、現在の遊休資産 (大阪の高知県
ビルや東京の宿泊施設)の 活用によ

る事務所維持コ不 卜の削減、他の都
道府県との合同事務所設置等による

事務所維持コス トの削減や一体とし

て観光客 ・企業の誘致活動の実施等、

十分議論されるべきであろう。

第 1部 県外 ・海外事務所

1.県 外事務所

(1)会 計処理の問題点

① 決 算は、会計年度ごとに予算執行の実績を表示

する必要書類を作成 し、監査委員の審査を経て議

会の認定に付されt確定した後に県民に公表され

ています。その際に作成する決算資料は、本庁課
室単位で事業費が明確になるように作成 してお

り、出先機関単位での作成は行つていません。こ

のため、ご指摘のあった一覧表は決算資料として
ではなく、組織のあり方を検討する際に個別に整
理します。

② 県 外事務所職員に限らず、日額旅費の制度自体
を平成 18年 4月 から廃上します。

(2)存続についての問題点

① 組 織の必要性や規模については、その目的や行

政課題の変化、業務量の増減等を踏まえ、絶えず

見直しを行つています。
・ 経済活動の弱い本県の将来を考えるとき、本県
と経済的な関係の深い関西や製造業が盛んな大

都市圏との交流は、財政危機下でも維持すべき事

柄ですので、各県外事務所は産業振興の拠点とし

ての活用策を検討しています。
・ 東京事務所の行政部門は、近年の著しい情報技

術の進展による行政情報の入手方法の変化や、国
と地方の関わり方の変化に伴い、組織の見直しや

定数削減を行い、現状の体制となっています。ま

た、昨年 3月 には経費削減のため、事務所の移転

も行つています。
。 ま た、北海道事務所については平成 16年度末

で県としては廃止し、より柔軟な活動が可能とな

るように(財)高知県観光コンベンション協会に

運営を委ねることとにしました。
・ 今後とも県外事務所の規模や業務内容について

は、社会経済情勢や県の財政状況に応じて適正に

見直しを行つていきます。

②
・ 事業の廃止 ・縮小については、①のとおりです。
・ 遊休財産の活用については、大阪の旧ビルヘの

事務所移転の必要性が指摘されています。その前

提として 「現事務所への来訪者が殆どいない」と

していますが、大阪事務所では年に3)000人前後

の来訪者を迎えており、指摘の前提に誤認がある

と考えています。

現在の大阪事務所はオ
~/ィス街に位置し、観

光 ・物産振興や企業誘致等の経済活動を行う上で

旧ビルよりも利便性に優れ、都市住民へのPR
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措 置 の 内 容

(3)その他の問題点
① 東 京事務所においては、中央省庁

等人の派遣研修につき、どのような
効果が上がってぃるのか、十分に検
証する必要がある。

② 各 事務所に共通であるが、本庁ヘ
の出張回数減少のため、職員に対す
る研修体制の見直し (集中的に研修
を実施すること等)も 検討されるべ

きである。

③ 北 海道事務所廃止にあたっては、
廃止に伴 う経済的効果を減殺 しなVヽ
ようにするため、コンベンション協
会に対する委託事業の絞 り込み等が
必要である。

効果も高いと言えます。事務所維持経費の削減は
当然に留意すべきですが、活動の質が大きく損な
われるようであればかえうて非効率となります
ので、現在の場所からの移転は考えていません。

上記の判断に力『えて、県の財政状況からして膚
ビルを準休財産←して残すことは困難なため、旧
ビルとその土地は平成 18年 2月 23日付けで売却
しました。

また、東京事務所の宿泊施設跡についても同様
の考え方により、平成 18年 度に売却することと
します。

。 他の都道府県との合同事務所設置等による事
務所維持コス トの削減については、観光面では一

定有効と考えられますが、企業誘致では各県が競
合することから、当面は現体制を継続することと
します。

(3)そ の他の問題点

① 県 庁以外め機関において、実際の業務に従事し
ながらのいわゆる実務研修は、県庁にはないもの
の見方や感覚、仕事の進め方の他、組織や業務の
仕組みなどを学ぶことができます。また、なによ
りも派遣研修を通じまして、数多くの方々との人
間関係を築くこともできますので、県に復帰後に
業務を進めるうえで非常にプラスになるものと
考えています古研修効果の定量的な測定は困難で
すが、中央省庁等への派遣研修には、こうした人
材育成面、業務遂行面で大きな効果があるものと
考えており、今後におきましても、派遣先や研修
終了後の人事配置の工夫など、点検、見直しを行
いながら、引き続き研修成果を生かしてぃくよう
に努めていきます。

② 対 面での打ち合わせは、効果的な事業の絞込み
や情報の共有のため当然に必要と考えており、そ
のための出張はある程度やむを得ないと考えて
います。ただ、研修の集約化等による経費縮減に
ついては、情報共有のための会議とセットとする

ょ など工夫していきます。

③ 観 光コンベンション協会の事業に対しては、観
光振興に効果のあるものに絞って補助 していま
す。協会ならではの柔軟さ、機敏さを活かした取
り組みを期待しています。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容
2.海 外事務所

(1)会計処理に、特段の問題はない。
(2)問題は(厳 しい県財政のもとでの海外事務所
の設置効果である。

① シ ンガポール事務所は、設置以来、利用が

低迷している。上海事務所は、設置後間もな
いため、今後の利用状況を見守る必要があ
る。

いずれの海外事務所とも、現在の利用状況を

前提とすると、費用対効果の″点からは、県職

員 (副所長)の 派遣は、必ずしも必要ではな

く、所長と現地採用職員の2名 体待」で十分で

ある。

② 今 後の海外事務所のあり方の選択肢は、3
つである。

第 1の 選択肢は、現状における海外事務所
は、維持費用と比較して県内企業に十分利用
されていないこと、利用する限られた企業だ

けが直接の利益を享受していること、県民に

どのような効果 体U益)が あるのか把握し難
いことなどの事情を踏まえ、シンガポエルに

おける他県の海外事務所撤退と同様に、海外

事務所を廃止することである。

第 2の選択肢は、現状における海外事務所
は、維持費用と比較して県内企業に十分禾U用

されていないものの、今後の利用増加を見込

み、とりあえず、海外事務所を存続させるが、

所長と現地採用職員の2名体制とし (副所長

は、廃止する)、予算を削減することである。

第 3の 選択肢は、現状における海外事務所

は、維持費用と比較して県内企業に十分利用

されていないものの、今後の利用増加を見込

み、また、利用増加を図るため、必ずしも即

戦力とはならない県派遣の職員 (副所長)に

替えて、実務経験豊富な若手の人材を民間か

ら採用することである。

③ シ ンガポール事務所は、その存廃につい

て、これまでも議論されてきた経過があり、

利用は低迷し、かつ、将来の増加の見通しも

厳しいことから、廃止 (第1の選択)を 検討

するのが相当である。

上海事務所は、近年の中国との貿易の重要

性及び将来の発展を考えると、とりあえず、

副所長を廃止し、予算の削減を図つたうえ

(第2の 選択)、その後、必要であれば、状

況を見て、戦力増強を図る (第3の選択)の

が相当である。

2.海 外事務所

(2)

①, ②. ③

本県の両海外事務所は、海外ビジネスを目
指す企業のインキュベf卜 機能の発揮を目的
として、県内企業のアジア地域における輸出
入の海外取引支援などを中心に活動を行つて
います。

まず、シンガポール事務所については、平
成 9年度に表面化したアジア金融危機などの

影響もあり、活動が低迷した時期もありまし
たが、ここ最近では、輸出入条件だけではな

く、現地での工場建設、合弁会社の設立など
の相談案件も急増 しており、活動範囲もベ ト
ナム等東南アジアからオース トラリア、スタ
ランカなどに拡大している状況です。(輸出
14件、輸入 15件、合弁等4件 )

また、上海事務所については、平成 15年度
の発足以降、巨大な中国市場をターゲットに

した県内企業や団体等の活動が活発化してお

り、相談件数なども順調に増加している状況
です (輸出8件 、輸入 14件、合弁等8件 )。

平成 17年 3月 に(社)高知県工業会の会員
企業が中心となって策定した同会の活性化計

画では、海外に市場を求める会員企業の取り

組みに対して、既存海外事務所の更なる充実
などが求められており、また、県内の有力製

造メーカーは新たに海外課を設置し、両海外

事務所との連携の中で東南アジアを中心に販

路拡大を計画するなど、県内企業のニーズは

高まっています。

「利用する県内企業が限られており、費用対

効果の面で課題がある。」とのご指摘について

はく両海外事務所が海外ビジネスに意欲と関
心のある企業の支援を中心とした活動を進め

ているため、利用企業を拡大することは一定
の限界もありますが、県が厳しい財政状況に

あることも十分踏まえながら、事務所の利用

方法や活動実績などのよリー層のPR活 動を

行 うとともに、事務所の経費については、可

能な範囲で削減できるように努力を続けてい

きます。

なお、平成 16年 度から両海外事務所に副所

長として県職員を派遣していますがtこ れは

多様化する企業ニーズに応え、海外ビジネス

の現場経験をもつた職員の育成を図ることを

目的とするものですので、当面は派遣を継続

し、人材育成面での有効性を点検していきま

す。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

第 2工 業用水道事業 (建設仮勘定)

1,企 業局は、工事費用等を支出し、既に

工事は完了しているが、未稼働である事

業 (香南工業用水道事業)及 び既にダム

使用権な どの設定対価 として莫大な建

設負担金等を支出したが、未だに工業用

水道専用施設部分の着工 自処がない未

稼働で在る事業 (高知分水事業及び西甫

地域工業用水道事業)に ついて、それら

の支出及びその後の管理費などを、長年

にわた り建設仮勘定として、資産計上を

行つている。

2.損 益計算は、実態を反映した損益計算に

改めるべきである。建設仮勘定を使用し、

問題 (鏡川工業用水道事業を除く3事業あ

稼働がなされていなぃことに起因する間

題)を 先送りしても、何の解決にもならな

いからである。

平成 16年度の企業局経営方針の基本的

考え方のひとつに、「公営企業として事業

化の見通しの立たない事業は整理」とある

が、高知分水事業と西南地域工業用水道事

業は、整理対象とすべきかどうかを、検討

すべきである。

第 2工 業用水道事業 (建設仮勘定)

県の工業用水道事業は、需要の面で建設当

初の計画から大きな狂いが生じており、ご指

摘のとお り多額の未稼働資産を抱えていま

す。このことは従来から 「隠れ借金」として

整理し、県のホームページ等で公表してきま

したが、今後は工業用水道事業の健全化に向

け、次の2点 について早期に方針を定め、対

応 していきたいと考えています。

(1)経理の手法について

仮勘定から本勘定に振 りかえる時期に

関しては、総務省は事業開始の時点という

考え方を示しておりますので、今後他県の

動向や国の考えなども踏まえたうえで、経

理上の対応を検討していきます。

(2)経営の健全化について

高知分水や中筋川ダム関連のように事

業開始が現状では困難なものについては、

知事部局に移管し、その負債を整理するこ

とも必要と考えます。ただし、この場合、

企業債の繰上償還など一時に多額の経費

を要するため、県の財政状況を勘案しなが

ら、最も有利な方法を検討したいと考えて

います。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

第 3部  職 員に対する求償審査 (高知県損

害賠償等審査会)

1.県 が第二者に対 して損害賠償責任を負

担 した場合、県は、/JD害者である職員又

は営造物の管理を怠った担当職員に重

過失があるときは、その職員に対して求

償権を行使することができる。

高知県損害賠償等審査会 (以下 「本件

審査会」とい う。)で は、保留条件があ

る外、第二者に対する損害賠償責任の有

無及び有ると判断される場合には、それ

に付随 して職員に対する求償権の有無

については(い ずれも原案 (主務課長作

成)ど おり決定されており、過去、県が

職員に対 して求償権を行使 した例はな

い 。

2.求 償権の有無について、一部求償の是

非を念頭において、検討されたことはな

いようである (これでは、オール ・オア ・

ナッシングの結論 しか出てこないし、過

去、ナッシングの結論 しかない)。

3.本 件審査会は、内部的な意思決定機関

であるから、庇い合いとなってしま う虞

を多分に含んでいる。

この点からするとく事例によつては、

外部の者を臨時委員に選任することも

検討すべきであると

4.本 件審査会は、県内部の意志決定過程

であるため、会議は公開されていない。

また、議事録は、作成 されているもの

の、具体的な審査の過程 (委員 らの発言

内容等)は 、記録 されていない。しかし、

きちんと審査がなされているか、事後に

.平 成 17年 度に 1件 、職員に対し求償を

行 う決定をしました。

今後も故意又は重大な過失が認められ

るような場合には、求償権の行使について

検討 していきます。

2,求 償権については、まずその存否を検討

し、求償することが決定されればその後に

全額求償か一
部求償かについて検討をす

ることになります。これまでの条件は求償

権なしとの判断になっているものです。

3.平 成 16年 度及び 17年 度に外部の方を

臨時委員に選任 しており、今後も重要な案

件については外部から臨時委員を選任す

る方針です。

4.平 成 14年 度以前は詳細なやりとりの記

録は保存されていませんが、平成 15年 度

からはや りとりについても記録を作成し

ています。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

検証するためには、どのような議論かな

されたのか、議論の要領を記録化すべき

である。というのは、現状では、本件審

査会で、どのような議論がなされたの

か、把握できないからである。

5.求 償の要件である 「重過失」の半け断の資

料 (判断の前提)と して、まず、詳細で

正確な事実の把握が必要であるし、その

上で、具体的妥当性を確保するため、諸

事情を総合考慮 (対立する利害を利益衡

量)し て、適正に判断することが求めら
、れている。

本件審査会で審査された 25の 事例

のうち、8件 については、詳細な審査記

録 (議論の過程)が残っていないため断

言は出来ないが、重過失の有無につい

て、なお慎重に調査検討すべきであった

のではないか、と考えられる。

5.平 成 14年 度以前の詳細な審査記録は残

つていませんが、審査会では事故調査書や

損害賠償等認定調書等に基づく正確な事

実認定を行つたうえで、損害賠償の要否や

求償権の存否について検討することにし

ています。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

第2 外 部監査の結果
I〔 監査委員監査の実際について

2日 高知県の監査委員監査実施上の問題

点について

(1) 試 査によることについて

① 現 在の監査においては、監査手

続きの適用は原則的に試査により

おこなわれていると言つてよく、

高知県の監査委員監査が試査によ

ること自体全 く問題はない。 しか

し、高知県監査委員監査基準にお

いても、監査委員事務局監査実施
マニュアルにおいても、監査手続

きの適用は試査による旨の記載が

見あたらない古

② 監 査の専門家ばか りで構成され

ているとは言い難い監査委員事務

局の現状を勘案すると、監査は試

査によりおこなわれてお り、試査
であるがゆえに留意 しなくてはい

けない事項を明確に認識 して監査

にあたるとい うことは重要なこと

である。

(2) 試 査と内部統制の評価について

試査の適用にあたっては、内部

統制の整備 ・運用状況の評価が前

提 となるのであるが、高知県にお
いては、内部統制 自体を直接に評

価 しようとする手続きは体系的に

はとられていない。従って、内部

統制の評価の結果試査範囲を拡大

した り、場合によつては精査に移

行 した りするといつたことは、考

慮されていない。

(3)監 査委員の監査公表について

① 監 査公表は、指摘および厳重注

意 とする機関および事項として、

事実認定、指摘事項等を記載 した

後に、「以下の機関における財務

に関する事務は、おおむね適正に

執行 されているが云々」と記載 し

ている。この、「財務に関する事務

は、おおむね適正に執行 されてい

る」とい う部分は、試査による全

体の推定の結果によるものと思わ

れるが、内部統制組織の評価を伴

第 2 外 部監査の結果

E.監 査委員監査の実際について

2コ 高知県の監査委員監査実施上の問題点について

(1) 試 査によることについて

【監査委員事務局で回答】

2) 試 査と内部統制の評価について

【監査委員事務局で回答】

3) 監 査委員の監査公表について

【監査委員事務局で回答】



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

措 置 の 内 容
わない試査による結論は、ある種
非常に危 ういものであり、「この
範囲を抽出して監査を実施 した結
果、抽出した範囲においては財務
に関する事務は、おぉむね適正に
執行されている」等々の表現の方
が実態を表現 していると思われ
る。

(4)監 査結果に対する組織的対応に
ついて

監李結果の様式が、課室、出先
機関等に対する指摘となってお
り、また文言 も 「・・・・信頼性
を損なう事務処理である。今後は
このようなことがないよう適切な
取扱を求める。」という内容になっ
ていることもあってか、全庁的な
組織的な対応がとられているとは
いいがたい。

III Bヒアリングの結果について
1.原 因の分析について

(1)不 十分と思われる原因究明につ
いて

定期監査においても、会計検査
においても、不適切事例の原因の

究明が、再発防止 といった観点か
ら体系的におこなわれているとは
認められない。

指摘内容が生 じるような原因分
析を行った場合、監査対象機関で
共通する原因であることも少なく
ないと考えられる。そうであれば、
その対応策について、監査業務を
通じて横断的に検討することがで

きる立場 にある監査委員事務局
が、執行機関の原因分析 と対応策
を横断的に整理することは、情報
の共有化 とい う点から、県庁全体
の事務及び事業の改善に資すると

考えられる。

(2)原 因究明に際 しての不正と誤謬
の区別について

指摘事項の記載内容は、指摘事

項のような状況が起こったのが不
正によるものか誤謬によるものか

が明確ではない。不正によるか誤

謬によるかを区別するためには、
原因分析が必要である。 しかし、
定期監査結果の報告書の指摘事項

(4)監 査結果に対する組織的対応にっぃて
会計事務検討会での結果を踏まえ(平 成 18

年度は出納課に企画監を配置し、有効な研修計
画や内容を検討しました。

また、出先機関では6土 木事務所に会計専門
員を配置して、出納員として出納業務に専念す
るとともに(土木事務所管内の知事部局の出先
機関の会計指導を行っていますざ

亜ロヒアリングの結果について
1,原 因の分析について

(1) 不 十分と思われる原因究明について
【監査委員事務局で回答】

( 2 )原 因究明に際 しての不正と誤謬の区別につい

て

【監査委員事務局で回答】



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容
の記載では、事実認定のうち、ど
の規則等に違反するかという記載
であり、それがなぜ起こったのか
とV うヽ原因につV てヽは明らかにさ
れていない。

(3) 監 査過程での意思疎通について

監査に対する疑問や不満のコメ
ン トは、監査過程での意思疎通が

若干欠けている可能性を示唆して

おり相互理解による監査本来の目
的の達成の実現に努める必要があ
る。

(4)監 査における批判的機能と指導
約機能のバランスについて

高知県の定期監査の事前監査の

過程は、批判的機能、うまり指摘
を重視 したものとなってい、ると思
われる。執行機関側がミスの原因
を正しく認識 し、対応策を的確に

策定 。実行するためには、監査の

実施過程において、問題点を修正

するための指導的機能にも配慮し

た内容とすることを検討する必要
がある。

(5) 指 摘および措置の全庁的活用に
ついて

監査の指摘事項は、県庁全体 とし

ての内部チェック体制構築に活用

されるべきである。本来t内 部チ
ェック体制は県庁の行政事務の適
正化を図るために整備すべきもの

であり、指摘を受けたのが個別の

機関であつたとしても、県庁全体
として、内部チェック体制の状況

説明、原因分析、対策についてど
のように活用していくのか検討す
べきである。

2.平 成 17年度会計検査の重点事項 「原

因の究明について」

原因分析の中で職員の声をくみ

上げる仕組みを作る必要がある

検査業務の中で原因分析を実施

した資料がなかったことは、残念

なことであるが、出納局の職員は、

横断的に会計事務を見ているため

に、文書にこそしていないが、会

計レベル低下の背景を肌で感 じて

い る と思われ る。

(3) 監 査過程での意思疎通について

【監査委員事務局で回答】

(4)監 査における批判的機能と指導的機能のバラ
ンスについて

【監査委員事務局で回答】

(5) 指 摘および措置の全庁的活用について

監査の指摘事項や会計検査による不適切な

事例の原因究明を執行機関と十分に行いまする

それに基づき研修については、対象者に適 し

た内容とするとともに、必要性と有効性がある

と考えられる所属には、個別研修も行つていき

ます。

2日 平成 17年 度会計検査の重点事項 「原因の究明に

ついて」

会計検査の際には、書類検査だけでなく所属

長や担当者に聞き取 りを行つて文書化するこ

ととし、不適切事例の原因究明に役立てていく

ことにしました。

また、平成 18年 4月 から6土 木事務所に会

計専門員を配置し、管内の出先機関を巡回して

各種の相談に応じるとともに、職場の声を拾い

上げています。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について
監 査 結 果 措 置 の 内 容

県庁全体の視点から内部チェッ
ク体制の整備を図る上で、このよ

うな声を救い上げて文書化 してお

くことは、非常に有用な資料 とな
る。

口文化推進課に対する厳重注意事項と
その指置状況について

(1)平 成 16年度定期監査における厳
重注意事項    /

(事実認定)

平成 15年度県立文化施設耐震対
策事業費事業実施委託料の うち、
県民文化ホール吊り物修繕実施委
託業務の契約において、一括再委
託を行わざるを得ない相手方であ
る財団法人高知県文化財団と契約
し、実際に一括再委託をさせてい

た。

(厳重注意事項)

上記については、県と緊密な関
係にある外郭団体に対 して出先機
関への予算令達感覚で契約を行っ

たものと思料 されるが、自ら定め

た契約書の第 6条 において一括再

委託を禁止 していることに対 して

無視せざるを得ない結果に緊がる

契約事務であるのみならず、県が

直接に契約を行っておれば、必要
としなかった印紙代数万円をいた

ず らに経費 として浪費させてもお

り、契約事務 としての公正かつ適

正な手続の確保及び経費節減に努

めるべき行財政運営に対する信頼

性を損な う不適正な事務処理であ

る。

今後は、三度 とこのようなこと

がない よ う適正 な取扱いを求 め

る。

(措置状況)

当該業務は、特殊な部品を使 う

など専門性の高い修繕業務である

ほか、限られた期間内に施行する

必要があ り、事前調査、施正打合

せ、工期の日程調整などが重要で

あることから、適正かつ効率的に

業務を執行するために、県民文化
ホールの管理運営業務を行つてい

る財団法人高知県文化財固に実施

を委託 したものです。

しか しなが ら委託契約書では、

3.文 化推進課に対する厳重注意事項とその措置状況
について

【監査委員事務局で回答】



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容
「委託業務の全部を一括して第二

者に委託 し、又は請け負わせては

ならない。」と定め、一括再委託を

禁上 しながら、委託先である財団
法人高知県文化財団に一括再委託
をさせたことについて厳重注意と
されたものです古
このため、今後は委託契約書の

一括再委託禁止の条項に、「ただ
し、あらかじめ書面により甲 (高
知県)の 承諾を得た場合は、この

限 りでない。」との但し書きを加

え、適正な契約事務を行います。

(2)措 置状況に対する監査委員事務
局の反応

指摘内容は、一括再委託の禁上条

項違反の問題 と、不必要と思われ

る契約経費の二つのポイン トがあ

る。一方で、措置内容は委託契約

書の変更のみで、不必要と思われ

る契約経費にっいてはふれていな
V 。ヽ

ところで、監査委員の事実認定の

文言 「一括再委託を行わざるを得

ない相手方である財団法人高知県

文化財団」とい う表現からは、契

約条項違反以前に、県がなぜ直接

契約 しないのかとのおもいが読み

とれる。

このため監査委員事務局に対 し

見解を求めたところ以下のような

回答が得 られた。
「委託契約書の一括再委託禁止

条項の変更により、事前に県の承

諾を得た場合は再委託を禁止 しな

いこととなったため、監査委員事

務局 としては、再委託の必要性に

ついてまでは追及はしていない。

また、文化推進課の回答は契約書

の修正 とい う形式面での回答のみ

であり、県が直接契約することに

より不要 となる印紙代についての

経費節減の観点からの指摘に対 し

て、文化推進課から回答 されてい

ないことについて、何 ら追及 して

いない。」

(4)監 査を有効に機能させるために

これ らのや りとりから、問題点の

指摘 と受け取 り方およびその
~/ォ

ローに、少 しずつずれが生 じ、全

(4) 監 査を有効に機能させるために

【監査委員事務局で回答】
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

く趣旨と異なる結果となっている
ことが読みとれる。｀
指摘内容の理解 とそれに対して

の措置方法は、まず大前提として
「事務、事業が最小の経費で最大

の効果 を上げるようにしている
か、組織運営の合理化に努めてい
るか」といった観′点から、検討を
加えることであろうと思う。

県はなぜ簡潔な契約手続きを選
択 しないのかとい う点は未だ理解
できない。

4口 業務の標準化とマニュアルについて
出納員による審査のレベルを県

全体として、一定水準以上に保持
していく手段の一つとして、「出
納室会計検査の手引き (平成 13年 |

業務の標準化とマニュアルについて
会計事務全般について整理した 「会計事務処

理要領」を、イントラに掲載するとともに会計
事務ハンドブックを作成し、所属には有料配布
の予定です。
また、出納員が日常的なチェックに使うため

の 「出納員チエックマニュアル」も作成する予
定です。

会計検査の限界と内部監査室設置の検討について

)会 計検査と監査委員監査の関係の調整につい
て

監査委員事務局、出納局 と総務部において、

会計事務の適正化に向けた効率的 ・有効的な内

部チエック機能などについての協議を行い、監
査の視点、会計検査の視点での指摘事項をお互
いに共有することにより、改善に向けた取 り組
みを行いました。

(3)内 部監査室設置の検討と監査の役割分担につ
いて

会計検査による不適切事例の原因究明を関
係執行機関と十分に行い、事業執行と会計事務
が連動してきちんと処理できる機能を作るこ
とが必要と考えています。それにより、不適切
事例を発生源で予防するシステムが構築でき、
内部チェック能力は向上すると考えています。
監査機能は本来、監査委員 (監査委員事務局)

が発揮するものであり、内部チェックのためだ

けに内部監査室を設置する意義は低いと考え

ます。

6,ア ウ トソーシングの推進に際してのチェック体制
の充実について

受託者 との契約 どおりに履行がなされてい

るかどうかは、基本的には検査で確認すること

となっていますが、業務の適正な履行を確保す
るうえでは、品質の管理と評価が欠かせませ

4 .

5 .
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

定期監査、会計検査の結果、今回
のとアリング等から、会計事務の
レベルが低下 していると思われる
ため、果たして、研修やチェック
が有効に機能するのかとい う点が
懸念される。

委託先の業務のチェック体制の

検討にも意をつくす必要がある。

7口 財務会計システムヘの基本的チェッ
ク機能の組み込みについて

(2)基 本的事項のチェックヘの財務
会計システム等の利用について

日付のさかのぼりに限らず、書類
の不備を防止するチェックやtイ
ン トラの本J用による情報の共有
等、庁内のシステム利用による作
業精度の向上は、大きな可能性が
あると思われる。
ルーチンワークのチェックはで

きる限り機械化し、単純化 し、人
的チエックを減少させることで、
例外的事項、新規事項等に十分な
検証を加える余裕も生じると思わ
れ、積極的利用を検討すべきであ
る。

8.研 修について

(1)研 修の必要性
監査委員事務局、出納局、監査

対象機関へのヒア リングを通 じ
て、会計事務のレベルが低下して
いると感 じているということも、
度々耳にした。したがって、会計
事務レベルアップのためには、研
修の実施、受講は必須であると忠
われる。

(2)研 修内容について

① 会 計事務の基本

ここでいう基本とは、事務処理
の流れや規則の趣旨を理解する

と言 う意味である。膨大な規則

を丸暗記することは不可能であ

り、調べるとしても、膨大な規

則の うち、何を調べればよいの

か、誰に何を聞けばよいのかと
い うこと自体が、わからないケ
ースもあると考えられる。単に、

ノtノ。

このため、受託者から提供されるサービスの
品質を管理し、その水準を評価するための品質
管理ガイドァインを定めて、平成 18年 4月か
ら試行を行い、品質の確保に努めていますょ

7.財 務会計システムヘの基本的チェック機能の組み

込みについて

(2)基 本的事項のチェックヘの財務会計システム

等の利用について

会計書類は多くのパターンがあるうえ、設計
書、見積書、契約書や請求書など添付書類が多
いため、機械でチェックできる部分は少なくな
つています。より高度なシステムを構築すれば
省力化となりますが、維持管理費も経常的に必
要となり、多額の経費をかけてシステム改修を
行 うメリットは少ないと考えます。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

措 置 の 内 容
場当たり的に、事務手続を暗記

と思われる。この訓練は、規則
の趣 旨を理解する手助けとなる
と思われる。

(3) 効 率的実施と受講しやすさあバ
ランスについて

① 研 修を行 う場合、課室 ・出先機
関ごと、部ごと単位、県庁全体 と
い う単位が考えられる。いずれか
一つにだけ絞る必要はないと思 う
が、県庁全体としてバランスを考
えることは、効率的な研修実施の
ためには必要ではないか と考 え
る。

② 出納局のとアメングでは、検査
の原因分析が忙 しくてできないと

い うまメン トをいただいたが、仮
に、研修講師業務の負担が減少す
れば、原因分析業務に時間をまわ
せるとい うことであれば、県庁全
体 としての研修の効率的実施につ
いて、検討する余地はあるのでは

するよりも、法や規則の意義や
趣 旨を理解 した方が、新たな事
例に取 り組む場合に応用が利 く
と考えられる。

② 監 査 ・検査の役割についての研
修

監査・検査の指摘を業務に活か
すために監査 。検査が県庁全体
の位置づけについて研修を行 う
ことも必要と思われる。つまりt
執行機関サイ ドは監査結果を受
け止めて、業務改善、組織体制
構築に役立てる視点を養成する
こと、監査 ・

検査サィ ドは、業
務改善や組織体制構築に役立て
る監査 ・検査のあり方を考える
ことが重要と思われる。

③ 起 こりうるエラーヘの対処方法
についての研修

監査 ・検査の指摘事項等の事
例、新規事業に取 り組む場合等、
起こりうるエラーヘの防止策、
発見策を考えさせることも有用

しました。

② 監 査 ・検査の役割についての研修
会計検査においては、指摘対象となった執行

機関の事情を十分把握することに意識を配り、
その原因分析を十分行 うことにしています。

また、その結果は対象所属会の指摘に留まら
ず、対応が必要な部局に提言しました。

③ 起 こりうるエラーヘの対処方法についての
研修

検査の指摘事項については事例務修として
取り入れていきますが、新規事業については事
業所管課でないと事業内容が十分にわからな
いため、具体的なエラーヘの防止策、発見策を
考えさせることを会計研修でとり上げること
は困難です。このため、各事業主管課でとり上
げて訓練をすることによって、職員の能力向上
に役立つと考えまする

(3)効 率的実施と受講しやすさのバランスについ
て

① こ れまでにも要請に応じて、執行部署に出向
いての研修を行いました。この方式では受講じ
やすくなりますが、同一

所属でも職員により業

務内容が異なるため、研修の的が絞りにくい面
があります。このため新規採用者などではレベ

ルを合わせたT斉 研修が必要であり、平成 18
年度は、対象者により、それに適した研修内容
とするとともに、会計検査の結果を踏まえて、
必要性と有効性があると考えられる所属には、
個別研修も行いました。

② に しいとのコメン トの原因は、研修講師業務
の負担が大きいためではなく、日常の審査業務
によるものです。審査書類は執行謀から連日送
られてくるため、職員は検査出張から帰れば、
その間に溜まった書類を審査する必要があり
まする支払い遅延を避けるためには審査業務を
優先せざるを得ず、原因分析の時間がとれない

状況となっています。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

ないかと感 じた。そのためには、
課単位の個別の研修実施状況がど

うなっているのかについて、県庁
全体の視点から把握する必要があ
ると思われた。

③ な お、効率的な研修のためには、
研修へのe― ラーニングの活用に
ついても検討 してみる必要があ
る。

平成 18年度は検査機関数を減らして、原因
分析等の時間を確保しました。

なお、県庁の課室の状況については、審査を
通 じてチェックしながら必要な対応を考えま

す。

③ 他 県の状況 (実施は2県 )も調査しましたが、

有効で効率的な会計研修であるとの結論に至

りませんので、e一 ラーニングの実施ほ見送り
ます。



平成 18年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

第2 外 部監査の結果     ~
工.監 査の結果及び意見
1.港 湾施設の利用状況につ↓ヽて
(1)高 知新港の利用率について

日本港湾協会の機関誌 「港湾」に
記載された 「占有率」は時間単位で
の計算であり、日単位で計算した高

知新港の計算とはその基準が大きく
異なっている。双方の数値を比較す
ることは全く意味のないことである
と同時に、誤解を与えかねない数値
の提示である。

2.重 要港湾の整備に関する事項
(1)一 期公募価格の決定方法について

⑤ 陸域部分の分譲単価
工業団地の現況においては陸

域、海域を区分するものが存在し
てv る`とは一切認められないb県
からは、陸域部分の分譲単価と海
域部分の分譲単価が異なる可能性
は説明されたが、一塊の団地をあ
たかも恣意的に区分して異なった

単価を設定する合理性はどこにも
見出せない。

⑥ 仮に異なる公寡価格 とした場合
のもたらす問題点

たとえば、陸域の公募価格を海
域のものより高く設定しその分多
額の補助金を交付 して実際の分譲

価格の均衡をとった場合、同一の

団地内で、実際の状況に何ら差が
認められないにもかかわらず異な
る補助率の補助金を交付する事態
ともなりかねない。

⑦ 仮に同一の公募価格 とした場合
のもたらす問題点

陸域部分の分譲単価を海域部分
と同一に設定することは、事業の

当初から原価割れの販売を前提と

することであり、特別会計の本来
の姿とはかけ離れた実態の運用に

なってしまう。

③ 回収可能金額の試算

全てが分譲された場合の試算を

おこなった結果から、
・総分譲代金をもつてしても総事

業費を回収できない。

第2 外 部監査の結果             ~
H,監 査の結果及び意見
1,港 湾施設の利用状況について

(1)高 知新港の利用率について

高知新港でのバース調整は、地形的要因等によ
り岸壁前面での滞船が不可能なこと、突発的な荒
天不荷役等によるリスクを回避すること等の理
由により、日単位で行つています。このため、利
用状況を表す単位は、日単位での利用率を用いて
います。今後も日単位での表現となりますが、誤
解を与えないよう使ぃ方には留意します。

2.重 要港湾の整備に関する事項

(1)一 期公募価格の決定方法について

⑤ 陸域部分の分譲単価
陸域部分の分譲単価については、海域部分と同

額の単価で分譲する方針で内部での調整を行い
ます。

⑥ 仮に異なる公募価格 とした場合のもたらす問
題点

⑤のとお り、同額の単価で分譲する予定です
から、異なる補助率となることは想定していま

せん。

⑦ 仮に同一の公募価格とした場合のもたらす問

題″点
38,000円 /ポ を陸域部の造成原価として試

算をしていますが、これは計画されている工事

を全て実施 した場合の単純試算で算出された

数値です。実際の事業実施に際しては他の工業

団地同様、国の補助事業の導入や実際の企業の

進出状況に即した工事内容の見直しなどによ

り造成原価の低減を図っていきます。

③ 回収可能金額の試算
・②のとおり、今後の事業実施に際しては、総

事業費の圧縮などを通じて、できるかぎり特EIJ

会計に収支差額が生じないように努めます。
・又、企業誘致による地域産業の振興や雇用の
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監 査 結 果 措 置 の 内 容
・陸域部分の実収入を海域部分と

同一とした場合、譲渡代金から補

助金を差し引いた純収入をもつて

は、宿毛市土地開発公社に支払 う
べき用地の先行取得代金をまかな
えない。

2)宿 毛湾港工業用地の買い増 しにつ
V｀

~ C

陸域部の造成は、中止や延期 とい

つた意志決定がされないままに、一

方では具体的な実施の見込みが全 く

ない状態で放置 されているといつて

も過言ではない。このような状態の

中で、ほとんど実用の見込みのない

土地を平成 17年から平成 18年 に渡
り買い増 していることは、県民の理

解が簡単に得られる事業執行とは言
い難い。

(3)高 知新港の整備の状況について
・新港南側の埠頭は、防波護岸 とし

て整備 されているものの、その基礎

部分は、単に防舷材が付けられてい

ないだけで、完全な岸壁として整備
されていることから、長期間、供用

しないことは許 されない ものであ

り、長期間の内には岸壁の構造物も

当然に劣化もする。また、新港整備

に着手以来、既に 19年、さらに新港

の一部供用開始以来 8年 経過 してい

るにもかかわらず、未だ、防波堤は

完成していない。

・現在、供用 中の新港西側の岸壁

(-12m)の施設能カオTバ ー と云われ

る面を補 うためには、内外の各方面
へ向けてのポー トセールスを行い、

港湾需要のさらなる拡大に務めるこ

とによって東第 1防 波堤の整備完成

を促進 し、南側の岸壁 ←14m)等の供

用を図る必要がある。

・このような新港建設 とい う巨大プ

ロジェク トについては、建設整備に

長期間を要することからtそ の期間

中及び建設整備 された後で、どの程

度地域社会に効果をもたらしたかを

評価する仕組みが必要である。

拡大など、産業政策の分野については従来から
一般会計での支援を行つていますので、企業進

出を促すための補助金については、各会計での

役割分担を考慮にいれながらt議会での審議を

経て実施 していきます。

(2)宿 毛湾港工業用地の買い増しについて

平成 17年から平成 18年に取得した土地は、起

業地の中に最後の未買収地として残っていた土

地を、粘 り強い用地交渉の結果、地権者の理解が

得られたことにより購入したものです。
このことによって、まとまりのある工業団地と

しての公募を可能としました。

(3)高 知新港の整備の状況について
。高知新港は、太平洋の荒波が直接打ち寄せる外

海に面しています。このような港では、防波堤整

備を先行 させた後、岸壁、埋立工事を実施するの

が一般的ですが、長期の時間と大きな投資が必要

となります。このため、早期に事業効果が発揮で

きるよう、新港南側の埠頭を将来の岸壁利用を見

込んだ防波護岸として整備 し、必要最小限の防波

堤整備による西側の岸壁 l-12皿、-8阻)の供用開始

を目指 したものです。

今後も引き続き防波堤整備を行い、市側埠頭の

早期供用を目指します。

・南側岸壁 (-14皿)については、平成 21年 度より

暫定供用が開始されるよう、防波堤整備 と合わせ

国に要望しています。

・新港全体の整備効果は、その影響範囲が広く産

業構造も複雑なため単純に算定できません。個々

の施設については、新規着手時及び事業着手後 5

年'16年後に実施する再評価時に整備効果を算定

しています。
なお、社会情勢の変化に対応するため、概ね 10

年に1度、地方港湾審議会や中央港湾審議会の審

議を経て、港湾計画の見直しを逐次行うこととし

ています。



帥 外部監査結果に基づく措置について

措 置 の 内 容
(4)宿 毛湾港(池意

について
・宿毛湾港 (池島地区)については、
港湾計画に沿つて地域産業開発港と
して積極的に港湾整備が図られてい
る。一方、地域産業開発につぃては、
ほとんど実現しておらず、港湾工業
団地の実現可能性も不確実であるこ
とから、今後、地域産業開発につい
て再検討する必要がある。

'港湾需要の確保に向けてポー トセ
ー/1/スを継続するという方向の検討
だけでなく、逆に一切の事業を休止

レ事実上事業から撤退する方向も考
慮 しながら今後の方向を選択 しなく
てはならない状況である。

(5)須 崎港における砂利バースについ
て

① 護岸からの砂利荷揚げについて
高洲護岸から少 し離れて船から

錨をおろし、クレーンで荷揚げし
ているケースが月当り数回見受け
られる。高洲護岸は、海岸高潮工
事が実施 され、高潮から陸域を防
護するためのものであり、クレー

ン等が護岸に接触 して破損する恐
れがあり、高潮護岸の安全上、こ
の方法 による荷揚げは認 め られ
ず、適正でない。

暫定的とは云え、現在、砂利業
者には岸壁が提供 されていること
から改めて護岸か らの砂利荷揚げ
について禁止すべきである。

② 適時適切な措置を講 じるべきも
のについて

港町岸壁を4社 に割振 り、岸壁
での荷揚げ及び野積みを認めると
い うことは、取 りも直さず、高知
県港湾施設管理条例に従つて行 う
とい うことであって、係留施設使
用料及び野積易使用料を徴収する
ことを意味している。長期間放置
し、黙認 してきたことは条例違反
であり、適正でない。やむを得ず
緊急速難的、暫定的に当該岸壁等
を使用 させるのであれば、例えば

政策的見地から減免措置をとるな
ど、適時適切な措置を講 じるべき
である。条例に沿つて放置黙認の

(4)宿 毛湾港(池島地
・=業等の導入及び交通体系の整備という四国西
南地域の課題に対応するため、引き続き工業流通
団地への企業誘致に努めていきます。

・宿毛湾港の整備については過去にも事業計画の
見直しを行ってきました。今後も、社会情勢や利
用状況を考慮して適切に対応していきます。

(5)須 崎港における砂利バースについて

① 護岸からの砂利荷揚げについて
現在砂呑Jの荷役について大峰バースに移転さ

せるべく、バース背後の住民や砂利採取業者と調
整を行っており、当面は、高洲護岸を使用させざ
るを得ない状況です。使用させるにあたっては注
意して使用するよう十分に指導を行うとともに、
損傷が起こらないよう監督を行います。

また、大峰バースが供用されれば、高洲護岸あ
使用は禁止する予定です。

② 適時適切な措置を講じるべきものについて
砂利業者 4社 のうち3社 については、港湾施設

使用料の遡及分を徴収済みです。またt残 る1社
については破産手続き中であり、関係法 ・規則に
従って処理をします。

平成 17年 5月 からは、係留施設及び野積場の
使用に当たって、砂利業者から使用許可申請を出
させて使用許可を行 うなど、高知県港湾施設管理
条例に基づき適正な管理を行っています。
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慣行を改善する必要がある。

③ 大峰バースについて

砂利業者の協業化や大型採取船
の導入等を図るため、巨費を投じ
て牽設整備された砂利専門バース
が長期間利用 されていないこと
は、大きな経済的な損失であるこ
とから、問題の早期解決に努め、
大峰砂利バースの利用促進を図る
べきである。

(6)係 船 ドル フィンの追力母整備 につい

て
・当該係船 ドル フィンは、建設設置
以降 5年 間使用 されないまま、現状、

資本投下が無駄 に終わっている。 こ
のように使用されなければ無駄 とな
ることから当該係留 ドルフィンのよ
うな追加施設についてはその需要を
十分に把握の うえ、整備推進するよ
う留意すべきである。

・なお、この係留 ドルフィンについ

ては、監査 日現在告示 されていない

が、池島4号 岸壁が平成 15年度にお
いて告示 されたときには既に完成 し
ていることから、告示すべきである。

(7)池 島地区の臨港道路について

現在の育後地の工業国地への応募

状況及び防波堤等池島地区の港湾整

備状況を勘案すると、当該 2号 線の

道路整備で十分な状態にあり、当該

路繰建設の時間的なずれは別 に し
て、当該 1号 線の一部の区間を先取
りしてまで先行投資する緊急性、必

要性に乏しく、妥当でない。

当該計画臨港道路の全体的な建設
実施方針を明確にして建設に当たる

がきである。

3.契 約に関する事項

(1)委 託契約の契約締結遅延に対する

措置について

給付の開始 日が 4月 1日 である契

約について4月 2日 以後の契約書に

記名捺印 し、遡及 させることはでき
ない。当該管理連営に係る委託業務

契約のように平成 17年 5月 24日 の

記名捺印をもつて同年 4月 1日 に遡

及 させることは認められず、適正で

③ 大峰バースについて
大峰バース近隣の住民、砂利業者等と引き続き
調整を行い、早期の利用に努めていきます。

(6)係 船 ドルフィンの追加整備について

係船 ドルフィンについては、船舶の大型化に対
応するために整備を行い水深-13五 岸壁を延長
260mと しました。

こうした整備 と官民=体 となった誘致により
大型客船飛鳥工(延長241m)の 本年 10月の寄港
が決定されています。今後も利用が促進されるよ
う官民一体となった取り組みを進めます。

・告示の訂正を行いました。(平成 19年

告示、平成 19年 3月 31日施行)

(7)池 島地区の臨港道路について

当初の港湾計画では、1号 線のみが計画されて
いました。2号 線は、既設道路 (県道宿毛城辺線)
と岸壁を早期に連結させるため、平成 9年 3月 の

港湾計画変更で追加計画したものです。
また、現在整備済みの 1号 繰の一

部は、昭和 61

年か ら平成 6年 にかけて建設 した池島地区の小

型船だまりに合わせて建設 したものです。
今後も、企業の立地状況や港湾の利用状況に応

じて、建設に当た ります。

3.契 約に関する事項

(1)委 託契約の契約締結遅延に対する措置について

委託契約をせず業務を行わせることがないよ

う適切な措置を講じます。
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ない。

特命随意契約であっても安易に流
れることなく、前年度の契約を暫定
的に一定期間継続させる手続きをと
るなどく何らかの形で事前に適切な
措置を講じておくべきである。

(2)排 水機場運転委託業務契約の契約
方法について

平成 17年度の入札状況はいずれも
落札率 97%～ 98%と 非常に高率で競
争性に乏しく、指名業者の中にはい

ずれの場合も予定価格と同じ価格を
入札している業者もあり、競争性を
阻害することから、適切でない。

これら指名競争入札は、現状では

単に契約事務手続きを煩瑣にしてい

るだけで、競争性に乏しく、その効
果は認められないことから、契約の

原則に立ち返り、一般競争入札とす
べきである。

(3)海 上パ トロール等の管理業務及び

高知港臨港道路維持管理業務委託
契約の契約方法について

平成 17年 度の入札状況は、いず
れも落札率 96.92%～98,64%と 高
率の落本L率に終わつており、入本L率
の範囲も僅かの差でしかない。ま

た、設計金額が事前公表されている

にもかかわらず、入札額もいずれの

入札者も下4桁の数字は0が 並んで

おり、入札率が僅差にしては指名競

争入札における競争性を発揮 した

とは思われない。現状では、指名競

争入札による競争性はあま り認め

られないことから、契約の原則に立

ち返り、一般競争入札に改善すべき

である。

(4)特 命随意契約の契約方法を改善す
べきものについて

① 高知港種崎海岸清掃 ・除草 ・労定

委託業務契約について

公平性及び透明性の観点から他
の業者にも契約に参加する機会を

与えられるように競争入札に改善

すべきである。

② 高知港の港湾区域内における清

掃業務委託契約について

県は、当該業務委託契灼につい

(2)排 水機場運転委託業務契約の契約方法について

当委託業務は設備保守管理業務契約に相当する

ものです。りF水機の構造上、メーカーとの連携 (部
品供給)が 常に必要な業務ですので、一般競争入札
に適さないことから、従前の指名競争入札で行いま
す。

(3)海 上パ トロァル等の管理業務及び高知港臨港道

路維持管理業務委託契約の契約方法について

海上パ トロール業務についてはt高 知港内の突発

的な大型漂流物の曳航引き上げや塵芥の回収処理、

流出した油の処理と港湾施設の補修、港内の深浅測

量などの業務であり、船の運航など専門性 と緊急対

応を必要とするものとなっています。また、臨港道

路の維持管理業務についても、道路施設での落石処

理等、突発的な作業が発生した場合に直ちに作業に

取 り掛かれる体制をとるため、短時間に対応できる

業者の選定を行 うことが必要です。これらの理由か

ら、当該業務の契約については指名競争入札が適当

と判断しています。

(4)特 命随意契約の契約方法を改善すべきものにつ

いて

① 高知港種崎海岸清掃 ・除草 ・封定委託業務契

約について

平成 19年度から競争八札とします。

高知港の港湾区域内における清掃業務委託契

約について

本委託業務は、県有清掃船の運行委託です。

②
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て、高知埠頭側に一
部当該費用を

負担させるだけの特別の理由はな
く、委託の趣旨に反 し、適切を欠
くもので適正でない。契約に当た
つては、適切で適正価格による予
定価格調書を作成するとともに公
平性及び透明性の観点から競争八
札の方法に改善すべきである。

(5)小 額の契約について
① 公衆便所の清掃委託業務につい

て

集約可能な契約については、逆に
積極的にこれらを合算して一括契約
とし、指名 ・一般競争入札を行い、
競争性を持たせることも検討すべき
である。

② 臨港道路の除革委託業務につい
て

小額を理由に契約を分割 している
ものと指摘される可能性もあり、競
争性を高めるためにも両随意契約を
統合して競争入札とすべきである。

(6)請 書作成の省略の徹底について
。高知港事務所においては50万円未
満の小額な契約については、請書そ
の他これに準ずる書面として見積書
をもつて請書に代えている。一方、
宿毛土木事務所ではオイルフェンス

及び巻取機の管理委託契約について
契約書を作成し、200円の印紙を貼付
しており、事務処理がまちまちであ
る。

・契約書(請書)は、当事者間の法律
関係を明らかにしておぃて後日の紛
争を未然に防止するためのもので、
みだりにこれを省略することは許さ
れないが、契約事務の簡素化のため

規定の範囲で省略化すべきであるこ
とから統一的な事務について指導の

徹底を期すがきである。

4.補 助金に関する事項
(1)補 助金の補助効果について

補助金を超える金額を次期に繰越 |

替奈害g告景阜昌;母岳景景曾曇予|

‐
 指 摘のとおりt予定価格調書の作成をしなかっ
たのは適当ではなく、現在は調書を作成していま
す。

| な お、港湾区域内の水域は、海底の地形、他船
|の 航行、ゴミの漂着傾向等その運行には習熟を要

|するため、契約の方法について検討をしていきま|す。

(5)小 額の契約について

① 公衆便所の清掃委託業務にっいて
意図的に委託業務を分割 した訳ではありませ

んが、今後,ま、可能なものについては、一体で発

1注するとともに入札による契約を行 うこととし
ます。

② 臨港道路の除草委託業務について

1 平 成 19年度は、臨港道路の区間は県道として
道路管理者に移管しており港湾としての除草委
託はなくなりました。
1 除 草の要望があれば、必要性や予算を考慮しな
がらその都度対応することになりますが、①で回

1答したとおり可能なものは一括発注に努めます。

(6)請 書作成の省略の徹底について

‐会計規則においては、契約者を決定したときは遅

市なく契約書を作成することを原則として、当該契
約金額が小額な契約など、契約書 (請書)の 作成を

省略することができる場合が限定的に規定されて
います。

契約書の作成については、前記規定に則り適正に
行われるべきであり、会計企画謀としても同規則に
沿つた契約事務を行 うよう指導します。

4.補 助金に関する事項

(1)補 助金の補助効果について

海上自衛艦の寄港は、直接には県の歳入にはち

|ながらないものの、客船などの寄港と同様に、タ

グボー トの利用や網取 り料 といった入出港時の

直接的な経費の他、船への物資供給や隊員の陸上
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での飲食等における経済効果が期待でき、港湾の

振興及び産業の振興に資すると認識しています。

こうしたことから、宿毛市、高知市共に官民挙げ

て誘致に取り組んでいます。

なお、一定の事業効果が図られたため、平成

19年度から本補助金は休止しています。

(2)補 助金交付要綱の補助目的について

平成 19年度から補助目的にあしずり港の利用

促進を含めるよう交付要綱を改正しましたと

5,財 産管理に関する事項

(1)港 湾台帳と現地及び告示等との面積、位置の照

合について

平成 19年 度に、県下の港湾において港湾台帳

及び告示と現地を確認 し、相互に差異があるもの

については、これを改めます。測量等委託が必要

なものについてはく平成 20年 度以降に予算を要

求 し、順次必要な訂正を行 うこととします。

(2)野 積場、荷さばき地の利用状況について

① 第6埠頭(横浜地区)の物揚場の野積場につい

て

港湾施設管理条例に基づき適正に管理を行う

ていきます。

港湾の振興及び本県産業の振興に資

するとは疑間であり、認め難い。繰

越金の多寡を考慮のうえ補助の要否

を判断する必要があるとともに誘致

活動によってどの程度の利用促進及

び産業振興が図られたかを検証する

必要がある。

(2)補 助金交付要綱の補助目的につい

て

土佐清水市からの補助金の申請

理由を 「あしず り港利用促進事業補

助金のため」 としているのはtこ の

補助金交付要綱の 目的 と合致 しな

い。対象港湾 とい う″点からみると 「あ

しず り港」が必ず しも適切でない と

はいえないが、その必要性があるな

らば、「あしず り港」の利用促進を含

めるなど当該補助金交付要綱を改定

し、補助 目的に合致させるべきであ

る。

5.財 産管理に関する事項

(1)港 湾台帳と現地及び告示等との面

積、位置の照合について

荷 さばき地 ・野積場の面積につい

て、監査人が現地調査及び告示を基

に計算した数値 と県作成の港湾台帳

上の記載数値 とが異なつていた。港

湾台帳及び港湾施設位置図が正 しく

作成 されているかどうかについての

チェックは、担当者がたまたま誤 り

に気づけば修正する程度のものしか

できていない状態である。港湾台帳

ほ港湾法に基づき作成 され るもの

で、平成 17年度は 1,696,800円の委

託費をかけて作成 している。業務委

託に際し納入される成果品について

は、いわゆる丸投げとならないよう、

その品質についても十分に配慮 し、

検証する必要がある。

(2)野 積場、荷 さばき地の利用状況に

つ いて

① 第6埠頭(横浜地区)の物揚場の

野積場について

高知県では第 6埠 頭(横浜地区)の

物揚場の野積場の利用状況を把握 し

ていながら、港湾施設管理条例に従

った処理をしておらず、年間最大で

約 190万 円になる金額の徴収、減免

について責任の所在をあいまいにし
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たままにしており、極めて不適切な
事務処理である。使用料の徴収、減
免について港湾施設管理条例に従つ
た適切な処理を行 うべきである。
過去において 2度 撤去させていな

がら、今回もまたゴミが発生したの
は、野積場の使用料を徴収せずに利
用させていながら、適切な管理業務
を行っていなかったことにより、野
積場の管理責任があいまいとなって
いたこととも無関係ではなく、使用

許可を行い使用者の責任を明確にす
べきであったと思われる。

② 桟橋の野積場のイベン トホール
について

高知県港湾施設管理条例第 2条 に
規定する 「占用」の意義とは、工作
物を設置 して、港湾施設の一部を利
用することであり、建物の設置は規
定していないため、野積場占用料 と
してその料金を徴収することは適当
でないと思われる。

また、野積場に建設した倉庫をコ

ンサー ト会場等のイベントホエルと
して使用することは野積場の本来用
途 (貨物その他の物品の一時保管)
とはかけ離れた用途に使用されてい

るため、施設区分を変更する等して
より実態に即した管理を行 うべきで
あると思われる。

③ 第 4埠 頭(北タナスカ地区)の荷
さばき場について

県有の財産内に対する車両の放置
あるいは投乗という明らかに不適切
な状態に対 し迅速な対応をとるよう
にする必要がある。

(3)物 品の受入(取得)手続きについて

明確にすべきものについて
,同 じ内容の財産 (オイルフェンス

巻取機)の 一方を物品(重要備品)と
し、他方を不動産の定着物として一

体に取扱 うことは、財産の記録管理
に統一性を欠くものであるとともに

財産に関する調書(決算附属書類)の
記録に影響を及ぼすことから適正で
ない。

・オイルフェンス巻取機のように土

地に設置され、不動産に定着 した施

② 桟橋の野積場のイベシトホエルについて

野積場に建物を設けることについては、「工作
物の設置」に当たります。

また、料金の適用については適切に行われてい

ます。

当該地域は、港湾法上の分区で、マリーナ港区
に指定されていますが、当該建物は、プレジャー

ボー ト等の利用者も利用するレクリエーション

施設であり、この分区で建設できる建物及びその

利用方法としては適正なものです。
ただし、当該建物が野積場に存することについ

ては、検討を要すると考えています。

③ 第4埠頭(北タナスカ地区)の荷さばき場にら
V 高ヽC

平威 19年 6月 22日 現在、放置車両は、5台

を処分し残 りは 1台 になっています。この 1台

については所有者が判明してお り自主撤去の

指導をしています。

(3)物 品の受入(取得)手続きについて明確にすべき

ものについて

公有財産の不動産及び動産の従物 (定着物)に
ついては、地方自治法第 238条第 1項 に規定され

ています。また、物品については、同法第 239条

第 1項 に規定されています。

それによると、公有財産である不動産及び動産
の従物は、主物の効用を助けているか否かによっ

て判断されます。つまり主物の効用を助けている

従物であれば公有財産、従物でなければ物品にな

り、同じ製品であっても公有財産、物品として別

に管理されます。

実際には主物 (不動産)と 従物 (物品)を 一体
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設の類は、単に予算科目の違いによ

る物品受入(取得)基準ではなく、不

動産の従物(公有財産―工作物)であ

るか否か(物品)を基準とするなど、

物品の統括管理を行 う出納局におい

て物品の受八(取得)手続きを明確に

し、全庁的(統 一的に指導すべきで

ある。

(4)浮 き桟橋に係る事務処理について

高知港において堀川浮き桟橋(事業

費不明)、長浜川浮き桟橋 (事業費

57,010千 円)及び仁井田地区の浮き

桟橋(事業費 220,700千円)の浮き桟

橋という名称の公有財産が港湾施設

情報 (港湾施設台帳)に表示されてい

るにもかかわらず、財産に関する調

書に,ま登載されていない。特別な根

拠及び理由のないまま、あるいはそ

の根拠、理由等を認識しないまま記

載しないのは適正でない。

金銭の収支状況が中心の決算書の

欠点を補い、年度末の財産の変動に

ついて明確に表示する決算附属書類

であるので、当該調書に登載、未登

載を問わずその根拠、理由を正確に

把握、認識 して事務処理に当たる必

要がある。

6.収 入に関する事項

(1)船 舶給水に係る給水使用料の根拠

を明確にすべきものについて

当該船舶給水については高知県港

湾施設管理条例 (昭和 29.10。1条 例

第 53号)の 使用料の対象としては定

められていないため、したがつて条

例の根拠もないことから、形式の如

何を問わず、不特定多数の船舶から

使用料を徴収することは適正でな

V 。ヽ               ｀

船舶給水施設は(船 舶に給水 し易

いように特別に岸壁 ・桟橋に船舶用

の給水栓を設備 したもので、本来、

船舶に給水することを目的とするも

のであつて、合規性及び透明性の観

点、さらに受益者負担の観点からも

的に取得する場合は、不動産の取得目的で取得す

ることになり、従物だけを取得する場合は、物品

の取得科目で取得されることになります。

しかし、物品として取得した場合でも、取得後

に設置状況や使用形態などの状況を判断して主

物 (不動産)の 従物である場合は、公有財産に管

理替をして管理することになります。

今回の件については、現状を確認するとオイル

フェンス巻取機は土地の従物であり、公有財産と

して管理すべきものです。

公有財産 ・物品の管理について、地方自治法の

規定のとおり適正に取得及び管理するよう、会計

管理局において、今後とも統一的な指導を行いま

す。

(4)浮 き桟橋に係る事務処理について

高知県財産規則第4条の公有財産として扱いを

除外する規定においてく岸壁等については除外さ

れており、係留施設の一種である様橋は公有財産

に当たらないと解されまする

従つて、財産に関する調書には当該桟橋を登載

していません。

6.収 入に関する事項

(1)船 舶給水に係る給水使用料の根拠を明確にす
べ

きものについて

高知県港湾施設管理条例を改正し、高知港の給

水施設使用料を定めました。

なお、高知港以外で県が保有する給水施設は、

現在供用又は使用がされてv まヽせんので、料金は

定めていません。
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当該港湾施設管理条例に船舟白給水使
用料の根拠を明確にし、徴収すべき
である。

(2)県 営上屋等の使用料について
港湾管理運営上極めて重要な港湾

施設であるにもかかわらず、同港湾
施設管理条例には上記の表に示す県
営上屋等は、港湾施設の一つとして

使用料の対象とされず、特定の業者
に貸付けているが、公共性及び公平
性の確保の観″点から適正でない。

県営上屋等の有償貸付契約につい

てみると、駐車場に係る契約を除き、

そのほとんどは運送業者、港運業者
及び倉庫業者等に転貸し(承認済み)

している。借受者の高知埠頭(株)は、
単に、取次業者であって、これら県
営上屋等の最終の利用者ではなく、
最終の利用料金の決定業者である
が、その決定内容等が明確でなく、
透明性に欠け、適切でない。

県営上屋及び待合室等フェリー埠
頭施設は、港湾法上の港湾施設の一

うであり、公共性、公平性及び透明
1性の観点から、港湾施設管理条例に

おいて使用料の対象とするよう、改
善検討する必要がある。

(3)上 屋付き荷さばき地について

現在の上屋付き荷さばき地の使用

者の実態は、海上運送と陸上運送の

中継点にあって貨物の荷さばき、一

時保管のための施設というより、運

搬用車両を上屋に格納しているなど

特定の業者に対する専用倉庫といえ

なくもない。上屋周辺で、他の者が

利用している部分はほとんど無く、

許可範囲外の使用が直接障害になっ

ているとは言えない実態ではある
が、黙認 している状況が継続すると

将来対応が困難になる可能性 もあ

り、この際、使用許可範囲を厳密に

取扱い不適切な使用状況を解消すべ

きである。          i

7.そ の他の事項

(1)港 湾特会への貸付金について

現在の港湾特会の財源不足に対 し

ての一般会計からの補填は、形式上

は貸付金 ということでおこなってい

(2)県 営上屋等の使用料について

行政財産として管理することも選択肢のひと
つとして検討 します。

(3)上 屋付き荷さばき地について

上屋の使用許可をした相手方に使用できる範

囲を説明し、適正な利用をさせます。

7。 その他の事項

(1)港 湾特会への貸付金について

現在の収支予測を整理 し、今後の特別会計の在

り方を検討 します。
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措 置 の 内 容

(2)宿 毛市土地開発公社への港湾ェ業国地の先行取

得費のための貸付金について

平成 19年 4月 16日付け高知県職員措置請求監

査報告書によれば、「宿毛市公社に対して必要な

資金の調達及び金利負担の軽減のためにころが

し貸付を実行することは、現下の厳しい財政状況

であっても、県の施策としてやむを得ないと認め

られる」と報告されています。
なお、港湾工業国地への企業誘致を推進し、で

きるだけ早い時期に先行取得費のための貸付金

の解消に努めます。

(3)八 港船舶集計表等の集計表の作威について

実情に応じて業務の効率化を検討します。

るが、その償還計画は具体的なもの

はなく、港湾特会に資金余乗Jが発生

した場合に一般会計に返済するとい

うものであり、予測によれば完済に

は現有施設の耐用年数の倍以上の超

長期間を要する非常に不健全な状態

になっている。

このことは、形式上は返済予定のあ

る貸付金であるが、実態はt港 湾特

会の経営効率等を一切考慮しない、

基準のない財源不足の単なる補填と

いわれても仕方が無い状態にある。

公共性等の観点から一般会計が負担

する必要のある部分があれば一般会

計が負担するとともにt港 湾特会が

本来負担すべき部分を明確にし、も

つて特別会計本来の機能の発揮につ

とめる必要がある。

なお、今回の監査の過程における

ヒアリングや、提示された資料にお

いて、港別の収支予測がなされてい

ないなど港湾特会における採算性に

関する検証が高知県においてはほと

んどなされていないという実態が明

らかになった。今後、業務運営の効

率化、合理化につとめ、港湾特会事

業の健全な運営にも留意する必要が

ある。

(2)宿 毛市土地開発公社への港湾工業

国地の先行取得費のための貸付金に

ついて

これ らの取引は、形式は貸付金で

あるが、実態は土地買収代金である

と言わざるを得ない。さらに、公社

が期末日前後数 日間、県への遅済資

金として金融機関から有利子で借入

をおこなつているのであるがこの金

利は平成元年度分から平成 18年度分

まで累計で 10,640千円にのぼつてお

り、さらに平成 19年度分として2,672

千円を見込んでいる。

従来から包括外部監査において指

摘を受けているところではあるが、

このような不自然で不経済な、不適

切な状況は早急に解消する必要があ

る。

(3)入 港船舟白集計表等の集計表の作成

について

業者に依頼して表計算ノフトの集

計結果から自動的に集計表が作成で
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

きるノフ トを作成するなどにより、
業務の効率化を図ることを検討され
たい。

(4)本 庁と出先機関との権限を合規に

行うべきものについて
これら物品について、保守管理等の

予算執行は高知港事務所で行い、物
品の記録、報告等財産管理を本庁港
湾課で行 うことは同事務処理規則に

反 し、適正でない。また、これら報
告された物品のうち、軽自動車、オ

イルフェンス巻取機及びオイルフェ
ンスは他の港湾にもあるが、高知港
のみを特別に港湾課が取扱 う理由が

明確でない。
高知県事務処理規則に従って財産

管理及び予算執行における本庁と出
先機関との事務処理権限を明確にす
べきである。

(5)プ レジャーボー トの放置艇問題に

ついて

① プレジャーボエ ト放置艇対策の

現況

プレジャーボー トをガー ドレー

ル にロープで係留 してい るもの

は、ガー ドレールを破損させるお

それがあり、速やかに適切な場所
に係留するよう指導する必要があ

る。

③ 仁井田ボー トパークについて

河川区域の放置艇対策はまだ端緒

についていないため、仁井ロボー ト
パークに余乗」枠が生 じたまま十分に

利用 されない可能性がある。施設は

未使用であっても、時間の経過 とと

もに陳腐化 していきその利用可能年

数も短 くなることから、一刻も早 く

施設の有効活用を図られたい。

防災上の観点からは、流出等の危

険性の高い区域から対策を進めてい

くべきであり、新規に係留施設を建

設せずにボー トパークを含めた既存

施設で放置艇を収容する予定なので

あればなおさら流出の可能性の高Vヽ

区域などの危険な場所から対策を進

めるべきである。関係機関で早急に

協議を行い、具体的な方針を定め対

策を講 じる必要がある。

(4)本 庁と出先機関との権限を合規に行 うべきもの

について

できるものから順次権限のあり方を見直して
いきます。

(5)プ レジャーボートの放置艇問題について

① プレジャーボート放置艇対策の現況

管内の各地区において、順次県の指定する区域
へ係留を行うよう指導していきます。

③ 仁井田ボー トパークについて

港湾区域内におけるプレジャエボー ト対策の

進展やプレジャーボー トの保管に関するPR等

により係留隻数は増加しています。

今後も関係機関と連携して、施設の活用に努め

ます。
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I.全 体的及び複数の団体に共通する指

摘事項

1.公 社等外郭団体の改革と県と公社等

外郭団体の関係の整理について

(1)県 と公社等外郭団体の関係の整理

について

改革の基本方針の一つとして「公

社等外郭団体に対する県の人的 ・

財政的支援を縮小 ・見直しする。」
としているが、まず、公社等外郭

団体の憲法ともい うべき定款、寄
付行為の規定を早急に見直 し、改

革の推進に向けた環境づくり、土

台作 りをする必要がある。
また、「公の施設」の管理のため

に設立された公社等外郭団体も少

なくない。これ らの公社等外郭団

体の理事長、専務理事、事務局長

等経営の中枢を担 う職員の多くは

県からの派遣によっているが、県
が政策遂行上主導的に設立 した法

人に対する責任 として、早急に具

体的対応をとる必要がある。

(2)公 社等外郭団体が独自に雇用 した

職員の処遇について

公社等外郭団体が独 自に雇用 し

た職員の処遇については、一義的

には団体において責任を持って対

処すべきことではあるが、各公社

等外郭団体間で吸収すべきところ

は、極力、団体間の交流等により

吸収 し、再就職の支援については

広 く、県の雇用対策の一環 として

取 り組む必要がある。

県 と公社等外郭団体とが相互に

協力 して、有効なプロパ‐職員の

処遇 を実施 され ることを期待す

る。

2.公 社等外郭団体の事務所の使用関係

について

3.公 の施設の数値目標について

法人税の計算について

I:全 体的及び複数の団体に共通する指摘事項

1日公社等外郭団体の改革と県と公社等外郭団体の関

係の整理について

(1)県 と公社等外郭団体の関係の整理について

平成 18年 7月 3日 に施行した 「公の施設の

指定管理者制度に関する運用指針」において、

指定管理者の公平公正な選定の観点から、県議

会議員、知事、副知事、出納長、委員会委員等
が役員に就任している団体は、公募の対象から

除外すること、また、県の外郭団体が指定管理

者の公募に応募する場合は、県職員が当該団体
の事業運営や意思決定等に影響を及ぼす役員
に就任しているときは、原則として当該役員を

辞任することを定めましたと

今後の指定管理者の公募に当たつて、県の外

郭団体が応募する場合は、この運用指針に沿つ

て、必要な措置が採られることになります。

なお、役員選任等に係る定款、寄付行為の改
正については、基本的には、それぞれの団体の

責任において理事会等で決定されるものです

が、公社等外郭団体の改革の基本方針や本運用

指針に沿つた対応となるよう、所管課を通じて

投げかけを行つていきます。

(2)公 社等外郭団体が独自に雇用した職員の処遇に

ついて

平成 16年 3月 に策定しました 「公社等外郭

団体の改革」の基本方針において、「体制縮小

や廃上に当たつては、プロパー職員の処遇につ

いて十分配慮するものとしました。県は、団体
への関与の状況に応 じ、団体と協力して、団体

間の人事交流や再就職の支援を行 う。」として

お り、この基本方針に沿つた対応を行っていき

ます。
なお、廃上の方針が決定している土地開発公

社及び住宅供給公社については、外郭団体のな

かでも特に県の関与の強い団体であり、他団体
への円滑な交流を図ることを中心として、重点

的に雇用の場の確保に努めていきます。

2.公 社等外郭団体の事務所の使用関係について

【個別の団体における指摘事項で回答】

3.公 の施設の数値目標について

【個別の団体における指摘事項で回答】

4=法 人税の計算について

【個別の団体における指摘事項で回答】
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5白実費弁償方式の委託費の精算に際しての消費税の

計算について

(1)実 費弁償方式における委託料の算定に際しての

消費税の計算について

【個別の団体における指摘事項で回答】

(2)統 一的な仕事の進め方について

公社等外郭団体の事務処理についてい、基本

的には各団体の実情に応じて、各団体の責任に

おいて行われるべきであり、会計担当職員の資

質の向上や税理士、公認会計士などの専F早家の

活用を図つていくよう団体所管課を通じて投

げかけていきます。

(3)高知県行政監全報告書における誤解について

【監査委員事務局で回答】

瓦 実費弁償方式の委託費の精算に際し

ての消費税の計算について

(1)実 費弁償方式における委託料の算

定に際しての消費税の計算について

(2)統 一的な仕事の進め方について

この指摘事項は、個別の事案につ

いての問題点の指摘であると共

に、県庁内における仕事の進め方

に対する指摘である。例えば実費

弁償方式による委託料の確定計算

に際しての消費税の計算のような

全庁的な事項に対し統一的処理に

よる事は多くのメリットが認めら

れる。
このことは、処理の標準化による

事務の混乱と錯誤 ・誤謬等の防止

の典型的事例でもある。このよう

な事項に対し、県として適切に対

応できる体制は、事務執行のダウ
ンサイジング化においても重要な

ことと考える。

(3)高 知県行政監査報告書における誤

解について

なお、平成 16年度高知県行政監

査報告書 (抄)の 「職員を派遣し

ている団体への人件費等の支出に

ついて」の中の (1)実費弁償方式

における委託料の算定に際しての

消費税の計算について (参考資料

参照)に おいて 「以上、基本的に

は上記 2つ あ計算方式により実費

弁償方式の委託料の決定における

消費税の計算が行われている。当

然、どの方法による計算を採用す

るかによつて委託料等の額が変動

することになる。よつて、実費弁

償方式である委託料においては、

委託者である県が十分に計算内容

を把握 した うえで契約額を確定す

る必要がある。」と指摘している。

しかし、この指摘のうち 「当然、

どの方法による計算を採用するか

によつて委託料等の額が変動する

ことになる。」という部分は、高知

県スポーツ振興財国の消費税で詳

細に検討 した結果でも明らかなよ

うに、一部誤 りを含んでいると思

われるのでここで合わせて指摘し

ておきたい。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容
.行 政財産の目的外使用に係る使用料
の取扱いについて

"三 六協定について

,計 算書類の表示について

,委 託費の精算事務手続きについて

① 年 度未近くの契約変更は、県予

算の当年度内の効率的執行及び有
効活用からみて時期的に遅く適切
でない。

②  「精算方式」を採っているにも
か係わらず、年度末での契約変更

は、二重の行政コス トとなり、事

務手続も煩瑣になり適切でない。

③ 多 額の返戻金の発生は、資金の

有効利用を阻害する。

.再 委託契約の競争性の確保について

=退 職給与引当金について

12コ消耗品の購入単価について

10

.行政財産の目的外使用に係る使用料の取扱いにつ
い ¬C

【個別の団体における指摘事項で回答】

,三 六協定について

【個別の団体における指摘事項で回答】

.計 算書類の表示について

【個別の団体における指摘事項で回答】

L委 託費の精算事務手続きについて

【個別の団体における指摘事項で回答】

再委託契約の競争性の確保について

【個別の団体における指摘事項で回答】

退職給与引当金について

【個別の団体における指摘事項で回答】

消耗品の購入単価について

【個別の団体における指摘事項で回答】

10

12



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

措 置 の 内 容

I.全 体的及び複数の団体に共通する指

摘事項

12.消 耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、

単位、使用する量などは異なって

お り同一条件ではないため、単価

の額について一概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず

とも他の団体 と比較 して低い金額

で購入することが可能であること

から、他の外郭団体においても多

少なりとも経費を削減する余地は

あると思われる。

IB個 別の団体における指摘事項

(1) 実 際の出資比率 と定款の規定に

ついて

① 出 資を要しない社員について理

事会で承認手続きを経ていない。

② 定 款第 14条では未だ高知県の強

い関与を示す内容となっている。

③ 高 知県の有する議決権は誰が行

使 したのか明確な記録になつてい

ない。

実際の法的な側面においても、

高知県との関係を整理し、明確に

すべきである。

(2)新 土木積算システムの使用権原

について

市町村等からの受託業務に係る

「新土木積算システム」の使用に

ついて、必要な事項を取り決め、

権原を明確にしてお くべきであ

る。

I"全 体的及び復数の団体に共通する指摘事環

12.消 耗品の購入単価について

当社で使用する主な消耗品の調達方法は、平

成 16年 度以降、前年度末に複数の者から翌年

度の年間単価見積を徴 し、その最低価格者に対

し、必要な数量を適宜発注するものです。

平成 17年度は、8者 から見積を徴し、うち7

者 と取引がありました。

平成 18年度は、平成 17年度に取引のあつた

7者 に新規 2者 (営業活動実績等から判断)を

加えた9者から年間単価見積を徴し、これに基

づき、発注を行つています。

なお、年間見積のない消耗品は、3万 円未満

と見込まれる場合、類似品の最低価格者から見

積を徴し発注しています。3万 円以上と見込ま

れる場合は、類似品の最低価格者と次順位者?
2者 から見積を徴し、低価格者に発注していま
=チ~。

工.個 別の団体における指摘事項

(1)実 際の出資比率と定款の規定について

① 定 款 6条第 1項ただし書きのとおり、理事会

の承認を得ることとします。

② 公 社改革の課題の1つ として、県の関与を縮

小していきます。なお、平成 17年度、35市町

村が会員加入し、一定方向付けが進みました。

③ 議 決権の行使を明確化するよう手続きを踏

んでいきます。

(2)新 土木積算システムの使用権原について

市町村への新土木積算システムの提供に関

する県との覚書等の締結について、現在、県

土木部建設管理課と協議中ですど

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

(3)法 人税申告上のみなし寄付金に

ついて

法人税申告上のみなし寄付金

について決算見込の精度を向上さ

せるとともに、みなし寄付に関し

特別の規定の活用に意を用いるべ

きである。

(4)行 政財産の目的外使用許可に係

る使用料の取扱いについて

所管部局によって使用料の 「徴

収」 と 「免除」と、その取扱いが

大きく異なっている。

行政財産の目的外使用許可に係

る使用料の取扱いを統一的に行 う
べきである。

(5)休 日の振替に際 しての書1増賃金

の支払いついて

休 日出勤について、休 日の振替

をしているものがあったが 1週 間

の法定労働時間を超えた分につい

て割増賃金の支払いをしていなか

った。

(6)三 六協定について

三六協定の有無を確認 したとこ

ろ締結 していなかった。

(7)デ ータ保護に関する管理規程に

ついて

データ及びプログラム等の管理

等を明確にすることは重要である

ことから、新土木積算システム運

用管理委託契約の規定に従い、管

理規程を定め、厳に遵守すべきで

ある。

(3) 法 人税申告上のみなじ寄付金について

決算見込等の事務処理の精度を向上し、適

切な税務処理を行います。

(4)行 政財産の目的外使用許可に係る使用料の取

扱いについて

平成 6年 4月 の移転に際し、社屋の改造費

25,094,920円、駐車場舗装費 2,441,100円を

負担支出しています。

そうした背景もあり、本部は 「免除」、支部

は 「徴収」の取扱いがなされていると認識 し

ていました。

なお、平成 18年度から(教 育委員会、土木

部共に目的外使用料は、免除になりました。

(5)休 日の振替に際しての割増賃金の支払いつい

て

平成 17年度からは、割増賃金を支払つてい

ます。

(6) 三 六協定について

本監査の指摘を受け H18.2.24に二六協定を

締結し、H18.2_27労働基準局に届出を済ませて

います古

(7) デ
ータ保護に関する管理規程について

県土本部建設管理課 と内容協議のうえ、平成

17年 12月27日付で土木積算システム運用管理

規程を定め、業務を実施 しています。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

12

口全体的及び複数の団体に共通する指

摘事項

田公の施設の数値目標について

数値による目標管理や評価は当

然に万能ではない。 しかし数値に

含まれる非常に重要な情報を無視
しては的確な経営の継続は困難で

ある。 どのような数値を評価基準

や 目標 とするかは簡単なことでは

ないが、目標や評価基準の数値化
は不可欠なものと考える。

,三 六協定について

労働基準法第 36条 によれば、労働

者に時間外労働、休 日労働をさせる

場合、労使間で協定を締結 し (以下

三六協定とい う)、所轄労働基準監督

署長に届け出る必要がある。そのた

め、三六協定無 しに時間外労働をさ

せることは法令違反 となる。

速やかに三六協定を締結 し、労働

基準監督署長へ届出を行い、法令違

反の状態を解消すべきである。

口消耗品の購入事価について

外郭団体中低い金額で消耗品を

購入 している団体

各団体で購入する物品の品質(

単位、使用する量などは異なつて

お り同一
条件ではないため、単価

の額について=概 には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず

とも他の団体 と比較 して低い金額

で購入することが可能であること

か ら、他の外郭団俸においても多

少な りとも経費を削減する余地は

あると思われる。

個別の団体における指摘事項

) 委 託契約の一部変更に関する事

務処理について

委託料、とりわけ人件費は、予

算の効果的な執行のため、全体額

を接分 して分割払いをされている

ことから、一部人件費の変更につ

いては変更事由の発生 したときに

速やかに変更契約を行 うべきであ

る。

Ｉ

く

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

公の施設の数値目標について

平成 18年 度からふくし交流プラザの指定

管理者となり、貸し室の稼働率向上を図ること

が利用者の増加につながるものと考えていま

す。目標数値の重要性について認識しており、

今後の検討課題としています。

三六協定について

三六協定については労使間で協定を締結 し、

平成 18年 4月 4日 に労働基準監督署長に届

出を行いました。

12口消耗品の購入単価について

外郭団体中低い金額で消耗品を購入 してい

る団体

財団における消耗品の購入単価については、

概ね高知県の購入単価 と比較しても適正な水

準と考えていますが、フロッピーデイスクなど
一部に割高と思えるものもあるため、県の物品

購入契約単価との照合を的確に行 うなど、一層

の経費削減に努めることとしています。

正.個 別の団体における指摘事項

(1)委 託契約の上部変更に関する事務処理につい

て                  |
一部人件費の変更については、年度当初か ら

判明していたことではありますが、契約事務及

び概算払い事務を急いでいたこともあり(ま

た、従来、委託額の変更等については、年度末

の額の確定、精算時に実施してきたことから、

平成 16年度についても同様の処理としていた

ものです。なお、平成 18年度から県職員の派

遣を止めています。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

(2)高 齢者に対してのパソコン講智
会について

① 高 齢者のインターネット利用の

ためのパソコン講習需要を的確に

把握するなど、よリー層の効果的
な事業執行に努めるべきである。

② 委 託契約については、年度末に

契約変更しているが、パノコン業
務を再委託 (5/16)した時点で実

績予定額は想定できることから早
めの契約変更を行 うべきである。

(3)有 価証券の会計処理について

少額ではあるが、誤つた処理が

発見された時点で、正規の会計処
理をすべきであり、厳正な事務処
理につとめるべきである。

(4)法 人税の計算におけるみなし寄
付金について

① み なし寄付金の規定を適用し所
得計算した場合に比較して法人税
等を 95,200円過大に納付してい

る。

税務面では決 して専門的知識が

十分 とは言えない担当者 レベルで

の対応 しかしてお らず、かつ県の

主管課においても担当者の疑問に

対し適切な指導が出来ていない。

年度当初から収益事業課税に対

する的確な対応がとれてお らず区

分経理や、みなし寄付金規定適用

に必要な収益事業から収益事業以

外の事業に対 し寄付金の支払いも

なされていない。

(5)実 費弁償方式による委託費の消

費税の確定計算について

① 実 費弁償方式における委託料の

算定に際しての消費税の計算につ

V ■ヽC

消費税の計算について、反復計

算等の確定計算の手続きを十分に

おこなわず、委託費の精算をおこ

なっている。

②

③

(2) 高 齢者に対してのパソコン講習会について

① 講 習会参加者から要望を聴取し、ニーズに沿
つた講習会となるよう、平成 18年度からメニ

ューを増やしています。

② 正 .2.(1)で 述べたように契約の変更につ
いては年度末に実施 してきた経緯があります
が、金額の多寡や実施の時期などを考慮しつ

つ、実態に即して契約の変更等を行うことにし
ています。

(3)有 価証券の会計処理について

指摘事項に基づき、誤つた処理が発見された

時′点で正規の会計処理を行 う等、厳正な事務処

理に努めることとしましたと

(4)法 人税の計算におけるみなし寄付金について

① 指 摘事項については、平成 18年度から区分

経理を行い、みなし寄付金としての処理を行つ

ています。

② 税 理士である監事に監査を通 じて助言を受

けていますが、困難な事案については、適宜相

談を行うようにしています。

③ 平 成 18年度から、基金事業等の部と収益事

業の部による区分経理を実施し、みなし寄付金
の適用が受けられるようにしています。

(5)実 費弁償方式による委託費の消費税の確定

計算について

① 従 前は、委託費の精算時に仮決算を行い、こ
れに基づき消費税額を算出していましたが、平

成 17年 度から、委託費の確定額に基づき消費

税額を算出することとしました。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について
監 査 結 果 措 置 の 内 容

② 障 害者スポーツセシタ_に 係る
委託費の消費税計算について

内部的な消費税の部門別負担計
算において障害者ネポーツセンタ
とに係る事業が負担した消費税が
過大になっている。

③ ふ くし交流プラザの管理委託費
に算入すべきでない消費税につい
て

I)収 益事業のうち自動販売機手数
料収入に係る法人税等について

自動販機手数料にかかる法人

税等を、県が負担しているが、根
拠はなく、財団の負担とすべきで

ある。

上)受 託事業以外で負担すべき消費

税について

受託事業以外の負担金や雑収

入が負担すべき消費税を県が負
担しているが(県 が負担する根拠

はなく、財団の負担とすべきであ

る。

血)上 記①に係る消費税について

上記①に係 る消費税 178,300

円が、ふくし交流プラザの管理

委託費に含 めて精算 されてい

る。

貯)そ の他

以上の原因により平成 16年度
の実費弁償方式による委託費は

総額で 335,502円過大となって
V るヽ。

内部的な消費税の部門別負担計算
‐だおいて

は一般の消費税の計算方法により実施するこ
ととしました。また、計算の基礎となる売上高
について、受託事業の未実施に係る委託料が含
まれないよう留意します。

ふくし交流プラザの管理委託費に算入すべ

きでない消費税について

)従 来、施設管理の下部として自動販売機手数
料収入に係る法人税等について、ふくし交流プ

ラザの管理委託費に含めていましたが、平成 17

年度からは財回の負担としています。

工)指 摘事項については、平成 17年度からは財

団のその他の事業に区分し、財団の負担として
います。

述)指 摘事項については、平成 17年 度からはふ

くし交流プラザの管理委託費には含めていま

せん。

貯)平 成 18年 度から、財団がふくし交流プラザ
の指定管理者となったため、実費弁償方式によ

る委託料の支払いは無くなっています。

②

③



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について

監 査 結 果 措 置 の 内 容

I内 全体的及び複数の団体に共通する指

摘事項
7.三 六協定について

労働基準法第 36条によれば、労

働者に時間外労働、休 日労働をさ

せる場合、労使間で協定を締結 し

(以下三六協定という)、所轄労働
基準監督署長に届け出る必要があ

る。そのため、三六協定無 しに時

間外労働をさせることは法令違反
となる。

速やかに三六協定を締結 して労働
基準監督署長へ届出を行い、法令

違反の状態を解消すべきである。

12日消耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、

単位、使用する量などは異なつて

お り同一
条件ではないため、単価

の額について一概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず

とも他の団体 と比較 して低い金額

で購入することが可能であること

から、他の外郭団体においても多

少な りとも経費を削減する余地は

あると思われる。

I日 個別の団体における指摘事項

(1)補 助金の変更申請について

年度の早い時期に補助金の各科

日経費の流用等補助金の内容変更

申請を行い、県の承認を受けるべ

きである。

( 2 )補 助事業によ り取得 した物品に

ついて

物 品 (財産)台 帳を整備 し、会

計規定に従つて貸借対照表に計上

す るな ど適正に管理すべ きであ

る。

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

三六協定について

平成 18年 4月 20日 に協定書を労働基準
監督署に届け出ました。

12.消 耗品の購入単価について

安価に購入するよう努めていますが、なお(
一層経費削減に努力します。

正,個 別の団体における指摘事項

(1)補 助金の変更申請について

今後、同様の事例が生じた場合は変更申請を

行います。

(2)補 助事業により取得 した物品について

平成 15年 度に遡つて財産台帳を整備 し、回

定資産として計上しました。
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(3) 土 佐寒蘭センターの管理につい

て

2か 所で分散管理することは、

管理運営上、非効率でかつ不経済

なものとなつている。

県民の財産である公の施設が、

実質的に愛好家 中心の施設 とな

り、設立後 10年程度で施設の存廃

が問題にされることは有効性の観

点から見て適切でない。

4)委 託i契約に当り委託経費の積算

について

① 管 理委託契約は精算方式によっ

ているにも係わらず年度末に契約

変更を行つている。年度末近くの

理由の不明確な変更契約は、二重
の行政コス トとなり、事務手続も

煩瑣になり適切でない。

② 契 約に当り委託契約における不

用額が生じないよう、委託契約の

積算を的確に行 うべきである。

調査特別会計における短期借入

金について

全く必要ない資金調達 と金利の

支払い

必要資金を一般会計から調査特

別会計に貸 し付けたならば、外部

から有利子の資金を調達する必要

は全くない。

他の団体に比較 し高い金利

融資交渉に先がけての関連外郭

団体からの情報収集や金利の交渉

を十分におこなった結果 とは認め

がたい。

③ 会 計処理上の問題点

年度末に翌年度の負担となる利

息を未払計上 しているが利息の支

払い方法は先払いであり、あきら

かに翌期の負担 となる利息であ

る。

5)

①

②

(3)土 佐寒蘭センターの管理について

平成 18年 8月 31日をもつて高知県立土佐寒

蘭センターを廃上 し、その機能を牧野植物園ヘ

統合 しました。

(4)委 託契約に当り委託経費の積算について

① 指 定管理者となり、18年度以降は生じない見込

みです。

② 予 算の見積 りは的確に行 うよう努めます。

(5)調 査特別会計における短期借入金について

① 調 査特別会計の内部留保により、今後は借入れ

は生じない見込みですが、なお、会計処理上の間

題は留意します。ただ、一般会計は県の委託料を

財源としており、財国の収益事業に貸し付ける余

裕資金を県として支払 うことが認められるのか

については、なお、疑問をもつています。

② 今 後、倍入れの必要が生じた場合は留意 しま

す。

③ 今 後、年度末の未集金、未払金計上の際は留意

します。
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(6) (財 )土 佐寒蘭振興協会の解散
と (財)高 知県牧野記念財団基本
財産の経緯

追加出捐の 20万 円は、全く必

要なかったものであり、事前に慎
重な検討をす ることで不必要な

負担を避 ける努力をすべきであ
る。

(7)収 益事業に対する法人税計算に
ついて

財団は、公益法人等に対するみ
なし寄付金の規定を十分に活用す
るための経理処理を行っていない

ため、法人税等を多額に納付 して
いる。

(8)消 費税の計算における特定収入
の取扱いについて

同一事業体内での内部取引たる

公益法人等の特別会計から一般会

計への繰入金等は特定収入に該当
しない。

(9)収 益事業に対する寄付金につい

て

内部的な振替処理は各会計の収

支の把握のためにおこなわれてい

るものであり、収益事業に係る益
金とすることには疑間がある。

(10) 植 物協会総会費用について

日本植物協会総会開催経費を調
査特別会計に含めて表示すること

はあきらかに不適切であり、少な

くとも総会開催特別会計といつた

独立した特別会計で表示すべきで
ある。

(6) (財 )土 佐寒蘭振興協会の解散と (財)高 知
県牧野記念財団基本財産の経緯

(財)土 佐寒蘭振興協会の寄付行為に沿つて
「類似の目的を持っ公共的団体」として (財)

高知県牧野記念財団へ基本財産を移 しました
が、今後、同様の事態が発生した場合は、ご指

摘の趣旨を尊重した対応をします。

(7)収 益事業に対する法人税計算について

18年 度以降は指定管理者制度となるため同

様のことは生じませんが、財国の自主財源の取
り扱いについて、結果は別として、もう少し県
との意思疎通を図るべきでした。

(8)消 費税の計算における特定収入の取扱いにつ

いlC

税務署に対し更正手続きを行いました。

(9)収 益事業に対する寄付金について

収益事業に係る益金 とすることの可否につ

いて、なお、検討中です。

(10) 植 物協会総会費用について

財団とは異なる組織の決算ではありますが(

財団の会計処理を伴 うものは、透明性を図る観

点からすべて表示することとしてきました。

調査特別会計に含めて計上したのは、過去の

総会担当団体においては不足分の継ぎ足 しを

行つており、高知県での開催の場合も財源不足

による継ぎ足しが必要となる場合は、財団の収

益事業会計の中から補填すべきだと考えたこ

とによります。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について つ
々

監 査 結 果 措 置 の 内 容

`全 体的及び複数め団体に共通する指
摘事項
.公 の施設の数値目模について

数値による目標管理や評価は当
然に万能ではない。 しかし数値に

含まれる非常に重要な情報を無視
しては的確な経営の継続は困難で

ある。どのような数値を評価基準
や目標 とするかは簡単なことでは
ないが、目標や評価基準の数値化
は不可欠なものと考える。

12.消 耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、

単位、使用する量などは異なって

お り同丁条件ではないため、単価
の額について一

概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず
とも他の団体 と比較 して低い金額
で購入することが可能であること
か ら、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は

あると思われる。

工.個 別の団体における指摘事項

〔財国〕

(1) 委 託契約に当たっての経費積算
について

① 管 理委託契約は精算方式によう

ているにも係わらず年度末に契約

変更を行っている。年度末近くの

理由の不明確な変更契約は、二重
の行政コス トとなり、事務手続も

煩瑣になり適切でない。

② 契 約に当り委託契約における不

用額が生じないよう、委託契約の

積算を的確に行うべきである。

公の施設の数値目標について
公立文化施設の目標は、狭義には、それぞれ

の設置管理条例に定められた目的を達成する
ことであり、広義には、活動を通じて広く県民
の皆様が歴史や芸術などの文化に触れること
で県全体の文化水準の維持向上を図うていく
ことです。指摘にもありますとおり単に数値で
の目標管理ではすべてを表すことはできない

と考えますが、一定の目標とはなりますので、
今後の事業計画において、各施設の特性に応じ
た目標項目 (入場者数、企画事業の数、出前講
座などの実施予定回数、稼働率等)を 記載して
いきます。

消耗品の購入単価について

平成 18年度からは指定管理者として各施設
を運営しており、経費の削減は取り組む課題で

す。指摘のような事例も参考としていきます。

Iコ 個別の団体における指摘事項

〔財団〕

(1) 委 託契約にあたっての経費積算について

指摘のとおり予算の効率的な執行の点で適

切ではありませんでした。平成 18年度からは

指定管理者制度による利用料金制となってお

り、一部の事業を取りやめるといつた管理運営
上の大きな変更がない限り、基本的に管理代行

料の契約変更は生じませんが、指摘の点は今後
の業務に反映していきます。

12

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項
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(2) 法 人総務部事務室に係る使用関

係の権原について

法人総務部事務室に係 る使用関

係について、使用許可等により権
原を明確にすべきである。

(3)貸 借対照表と残高証明書の差額
について

①  未 収利息は法律上の金銭債権に
は該当しないことから、預金に含
めることは明らかに誤りである。

②  事 業安定特定預金の差異につい
て

事業安定特定預金の事業安定特
定預金の取 り崩 しを行った際の処
理方法に誤 りがある。

(4)事 業安定特定預金取 り崩 し時の

会計処理

事業安定預金を取 り崩 し、その

金額 を未収金に振 り替 えてい る
が、この会計処理を行 うことは明

らかに誤 りである。

(5)事 業報告書の表示について

① 総 括表について

財団は正味財産増減表総括表お

よび貸借対照表総括表を作成 して
いない。基準に従い必要な総括表

| を
作成すべきである。

総括表における内部取引の消去

について

収支計算書総括表において内部

取引の消去が適切になされていな

V 。ヽ

高知県文化財団自主企画事業補

助金の表示について

概算の補助金収入を総額で補助
金収入に計上するとともに、返還

金を相殺せず支出に科目を設けて

計上しているが、この会計処理は

明らかな誤りである。

ピカノ展の収支の表示について

不要分の返金は支出の戻入とし

て処理すべきである。

②

③

④

(2)法 人総務部事務室に係る使用関係の権原につ

いて

使用許可の手続きを行います。

(3)貸 借対照表と残高証明書の差額について

① 今 後は、3月末の仕分において 「未収利息/基
金運用収入」とし、貸借対照表の基金預金には計
上しないようにします。

② 次 期繰越収支差額を零 とするために行らてい

たものですが、今後は適切に処理するよう努めま

す。

(4) 事 業安定特定預金取 り競し時の会計処理

今後適切に処理するよう努めます。

(5)事 業報告書の表示について

① 指 摘のとおりですので、平成 17年度からは

作成し決算資料としても提示しています。

② 今 後は(内部取引の消去及び相殺処理を適正

に行 うよう努めます。

③ 今 後は、適正に処理するよう努めます。

④ 今 後は、適正に処理するよう努めます。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について 14

監 査 結 果 措 置 の 内 容

⑤ 財 団管理運営費について

財団管理運営費の中には、財団
の本部機能を果た している総務部
に関する経費 と美術館以外の施設
が負担すべき消費税が含まれてい

る。

⑥ 県 からの委託費で購入した備品等
の会計処理について

委託費で購入した物品等は、財

国が購入 した時点では県に帰属す
るものであり、本来財団の正味財
産増減計算書に計上される取引で
はない。不必要な両建て処理を改
め、純額表示による正規の会計処
理をおこなう必要がある。

(6)消 費税の会計処理について

消費税は法人を一つの単位 とし
て課される税であり内部的な会計
区分を根拠に一部のみを発生主義
による処理をおこなうことはあき
らかに誤った会計処理といわぎる
を得ない。なお、この際の未払金
と未収入金は貸借対照表総括表に
おいては当然に内部取引として消
去する必要がある。

(7) 委 託費で購入した備品について

(文学館、歴民館、龍馬記念館)

① 委 託費で製作したレプリカにつ

いては、県に対して報告していな
かった。

② 財 団の会計処理として備品購入

費以外の科 目で処理 したとして

も、県の基準に照らし合わせて備
品に該当するものがあれば、県に

帰属する備品として報告する必要
があると思われる。

〔県民文化ホール〕

(1) 管 理委託団体に対する新たな修

繕委託契約について

緊急修繕を行 うため、県から再

委託承認を受けて、当初より保守

点検を行っている業者 と特命随意

契約を締結し修繕業務を行ってい

る。 自ら修繕業務を実施できない

同文化財団に敢えて県が委託 し、

再委託 と契約事務手続きを複雑に

しているのは適切ではない。

⑤ こ れまでは、総務部と6施設全体で消費税額
計算を行って財団管理運営費に計上してきま
したが、平成 18年度からは指定管理者制度に
移行したことも踏まえ、各館ごとに消費税額計
算を行い、適切に処理するよう努めます。

⑥ 指 摘のとおりです。なお、平成 18年度から
の指定管理者制度のもとでは、管理代行料で購
入する物品は基本的には指定管理者に帰属し

ますが、財産的価値を有すると認められるもの

は協議のうえ帰属先を決めることとなってい

ます (管理運営に関する基本協定書)。

(6) 消 費税の会計処理について

今後はすべて発生主義によつて処理すると

ともに、内部取引として消去し、適切に処理す
るよう努めます。

(7)委 託費で購入 した備品について (文学館、歴

民館、龍馬記念館)

① 過 去の分については、改めて報告しました。
今後は、管理運営に関する基本協定に基づき、

帰属について適切に協議を行うよう努めます。

② 今 後は帰属について適切に協議するよう努
めます。

〔県民文化ホール〕

(1)管 理委託団体に対する新たな修繕委託契約に
つ いて

今後は指摘を踏まえて改善します。
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(2) 契 約方法について

単に設備施工業者 とい う理由の

みでの特命随意契約は、よリー層
の不公平を増幅することとなるこ

とから、再委託については、その

他の保守管理業者の有無について

事前調査を十分に行 うとともに、
より競争性を発揮できる契約方法
に検討 ・改善すべきである。

〔文学館〕

(1) 茶 室の利用拡大について

文学館の展示等に関連付けた利
用に努めるとともに、広く県民の

利用に供するため和室主体の多目
的な施設として利用の拡大を図る
必要がある。

(2) 再 委託契約にあたる契約方法に
ついて

単に設備施工業者 とい う理由の

みでの特命随意契約は、よリー層
の不公平を増幅することとなるこ

とから、再委託については、その

他の保守管理業者の有無について

事前調査を十分に行 うとともに、

より競争性を発揮できる契約方法

に検討 ・改善すべきである。

(2)契 約方法について
保守管理業者の事前調査を行い、競争性を発

揮できるような契約のあり方を検討していき
ます。

〔文学館〕

(1)茶 室の利用拡大について

茶室は昭和 44年 に郷土文化会館として建設

されたときに、同時に建てられたもので、11

畳の大きな茶室と4量 半の茶室、庭や待合いを

備えた本格的なものです。指摘のように平成 16

年度の利用状況は 41件 、2,839人 と低調です
が、平成 17年 度は茶会以外の利用拡大にも努

め、85件 3,346人と利用が増加 しています。今

後は、茶会以外での利用がよりしやすいよう、

照明設備の改善を行 うなど利用の拡大に努め

ます。

(2) 再 委託契約にあたる契約方法について

指摘のあったエ レベーターの保守委託及び

空調設備等保守管理業務委託は、平成 18年 度

から指名競争入札としました。
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〔歴史民俗資料館〕

(1)再 委託契約にあたる契約方法に
つ いて

単に開設以来の過去の実績があ
ることや、単に設備施工業者 とい

う理由のみでの特命随契は、とし

ては不十分である。よリー
層の不

公平を増幅することとなることか

ら、再委託については、その他の

保守管理業者の有無について事前

調査を十分に行 うとともに、より

競争性を発揮できる契約方法に検

討 ・改善すべきである。

自動販売機設置協定書の保管に
ついて

自動販売機の設置について、販

売手数料収入があるにもかかわら

ず、収入の根拠 となる 「自動販売

機設置協定書」の所在が不明であ

るのは適切でない。

(3)公 園管理の仕様書について

① 岡 豊山歴史公園の管理は、歴史

民俗資料館の資料収集保存、調査

研究、展示及びこれらに伴 う付帯

業務とは異質な業務であるため、

単に公園の保守管理の一文のみで

委託するのは、無理があり、適正

でないな

② 子 供遊具修繕工事は、委託業務

として当初契約になく、新たな業

務の追加であることから単に費目

間流用 (契約書第 4条 2項 但し書

き)で は適切でない。

〔歴史民俗資料館〕

(1)再 委託契約にあたる契約方法について

指摘を踏まえ、以下の 3契約は、平成 19年

度の委託契約においては、競争入札の方法を検
討します。

・機械警備業務委託
・空調用自動制御機器保守委託
・スクリュー敷きヒー トポンプ装置保守点検委託

ただし、エレベーター保守業務については、

経費節減に努めたうえで、適当な時期までは現
在の管理会社との契約を継続します。その理由
としては、当エレベーター保守契約がフルメン

テナンス契約 (フイヤーや乗降箱の交換など重

要な修繕経費も含めて管理会社が負担)と なっ

ており、当館が建設後 16年 目を迎えるため、
近い将来発生が予想されるこうした修繕を経
た後に契約を切り替えないと、概算で500万円
と見込まれる経費を別途負担することになる

からです (フルメンテナンス契約を他業者が引

き継ぐことはない)。なお、平成 18年度は、定

期点検の回数を減らすことなどでく委託料を約
20%減 額 して現在の管理会社 と契約を行いま

した。

(2) 自 動販売機設置協定書の保管について

改めて、協定書の所在を調査しましたが、業

者側 (近年締結の1業者は除く)に もなく不明

でした。今後は事務引継等を的確にし、関係書

類の適切な保存に努めます。

3) 公 園管理の仕様書について

① 平 成 17年 度までの県と文化財団と管理委託

契約では、「公園を含む施設、設備、物品等の

保守管理」となっているのみですが、財産台帳

上は、公園部分も含めての 「歴史民俗資料館」
であり、一体のものと考えています。

なお、平成 18年 度からは指定管理者制度と

なり、仕様書の業務内容の項目の、「歴史民俗

資料館の施設、設備等の維持管理に関する業

務」の中で、「③公園管理業務」と明記されて

おり、事業計画書でも、具体的な維持管理の内

容を記載しています。

② 上 記①の回答のとおり公園と歴史民俗資料

館は一体のものと捉えていますので新たな業

務の追力日とは考えていません。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

当該資料館に係る委託契約に当

たつては、公園の具体的な管理内

容等について委託契約書及びその

仕様書 (要綱 ・要領を含む。)に よ

り明確化するとともに契約内容の

変更等についても明確にすべきで

ある。

新たに指定管理者制度の実施に

伴い、管理代行が行われるが、委

託する団体が管理すべき内容につ

いては具体的 。明確に指示 してお

く必要性がますます重要となる。

〔美術館〕

(1) 再 委託契約にあたる契約方法に

ついて

単に導入機材設置業者 とい う理

由のみでの特命随意契約は、より
一層の不公平を増幅することとな

ることから、再委託については、

その他の保守管理業者の有無につ

いて事前調査を十分に行 うととも

に、より競争性を発揮できる契約

方法に検討 ・改善すべきである。

(2) 図 録等の管理について

① 事 業会計物品管理簿について

業務の効率化の観点から現在の

形式の事業会計物品管理簿は作成

する必要はないと思われる。

② 実 地棚卸について

業者の月報による記録のみでは

なく、美術館で実地棚卸を実施す

ることにより図録等の在膚を確認

すべきである。

③

④

③ 上 記①の回答のとおり、平成 18年度からは

仕様書、事業計画書のなかで明確にしていま

井。

④ 指 定管理者が管理すべき内容については具

体的 ・明確にするよう努めます。

〔美術館〕

(1) 再 委託契約にあたる契約方法について

以下のとお りですが、ハイビジヨンの保守業

者についてはなお調査します。
・ 移 動ハイビジョン車映像システム機器保守に

ついては、ハイビジョン車自体を平成 16年 度

に処分 (売払い)しており、業務がなくなつてい

ます。
・ メデイアシステム業務委託については、平成

5年度から稼働 しているシステムの委託業務で

すが、旧式のアナログハイビジョン動画、静止

画システムがその中心であり、三菱電機以外の

業者は撤退している分野であるため、他の業者
への委託は困難です。

・ エ レベーター保守委託に関しては、フルメン

テナンス契約により開館以来 13年 を継続して

委託しており、合理的な時期に変更することと

し、当面は現業者との契約を継続 します。
・ 消 防設備保守点検委託については、平成 19

年度契約以降は競争入札を行 うよう準備 して

います。

(2) 図 録等の管理について

① 指 摘のとおり、業務の効率化ため平成 18年 4

月以降作成しないこととしました。

② 指 摘のとおり実地棚卸を行うこととしt平成

17年度から実施しました。(平成 18年 3月実

施済み)



果に基づく措置について

措 置 の 内容
〔坂本龍馬説爾
(1)記 念館周辺施設と積極的な連携

について

当該龍馬記念館は、桂浜よりは

尾裏誓顧醤塁晶猛集鑑澄昌試雪争
であるが、桂浜が観光地でもある
ことから、周辺施設と積極的な連
携を図るべきである。

(2) 随 意契約に当っての見積書の徴
収について

エ レベーター
特別保守に関する

契約、機械警備業務委託契約、自
動発見機保守警理委託契約、空調
設備保守点検委託契約の随意契約
は、いずれも 1人 の者からしか見
積書を徴してぃないのは適正でな
V 。ヽ

随意契約にあた り、できるだけ
競争性をもたせるように複数の者
から見積書を徴すべきである。

(1) 記 念館周辺施設と積極的な連携について
当館が景勝地 ・桂浜の一角にある立地条件か

ら、桂浜周辺施設や隣接国民宿舎との交流連携
は十分認識しています。従前から入館者に関係
施設のパンフレット配付紹介や地元桂浜観光
清掃組合への公園清掃業務委託、桂松閣跡地整
備計画への参加など交流や連携には留意して
います。

また、隣接国民宿舎との連携,ま特に重要で、
当館にない宿泊 ・レス トラン機能がありまする
平成 18年度の企画展関連行事でも数回レス ト
ランとの連携を計画|、国民宿舎からは宿泊者
の入館紹介を受けるなどの協力を行っていま
す。今後も当館の充実に不可欠な桂浜全体の振
興に、周辺各施設との交流、連携を促進してい
きます。

〔坂本龍馬記念館〕

(2) 随 意契約に当っての見積書の徴収について
指摘を踏まえ、以下のとおり対応しました。

なお、工L/ベーター保守については精査の上下

評の理由で随意契約を行いました。
・

搾械警備業務委託契約及び空調設備保守″点検
委託契約については、複数見積書を徴しまし
た。

・ 自動発券機保守管理委託契約については、平
成 17年 度中に自動発券機を廃止し、委託契約
も解除しました。

・ エ レベーター特別保守に関する契約について
は、交渉にようて契約金額を減額したうえで、
1社 見積もりによる随意契約としました。その
理由は、以下のとおりですも

1)エ レベーターはメーカー独自のシステムによ
り構成され、複雑な電子機器が組み合わされた
もので、保守管理にあたってもメーカ‐独自の
知識と技術が必要となること。

2)性 能発揮には使用環境によるところが大き
く、継続的保守により個々の状態を把握するこ
とが、安全上も品質の保持にも効果的であるこ
と。

3)継 寄的保守によって基本デ
ータを把握するこ

とで、部品交換サイクルの適正化が図れるこ
と。

4)適 切な保守点検により、法定耐用年数(17年)
を超える寿命の維持が図られ経済的であるこ
とも
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

(2

〔埋蔵文化財センタT〕

(1) 随 意契約理由について

機械警備委託契約においては警
報機器等の償却年数等を考慮する
必要はあるが、一定期間を区切 り、
その都度競争入札を行うなど競争
性をもたせる必要がある。
この種の契約に当つては、随意

契約理由に期間限定などを明確に

すべきである。

発掘調査業務受話に係る再委託

について

委託契約の予定価格の算定にあ

た り、参考価格 とするために見積

書を徴取することはあっても、安

易に予定価格の算定を見積書に委
ねるのは適切でない。現在まで各

社の見積書等を含めてノウハウは

蓄積 されていることから委託設計

基準あるいは物価版等を参考に適

切な積算をし、より競争性をもた

せるべきである。

旅行命令について

旅行命令は旅行に先立って命令

をすると共に、旅行命令簿が事後

的に作成 された場合には 「田頭命

令済」等の表示による適正な事務

処理を遵守すべきである。

(3

〔埋蔵文化財センター〕

(1) 随 意契約理由について

各警備会社は、各社毎に特殊な警備システム

のノウハウを有しているため、委託会社の変更

は、独 自ハー ドウエアーに係る取 り替え及び新

たな設置工事を伴 う蓋然性が高いなど、委託の

特殊性があり、随意契約を行つてきたもので

す。今回の監査結果をうけ、
一

般的な配管 ・配

線設備等を除くハー ド部分について対応が可

能かどうかを、各警備会社に照会のうえ、対応

可能 とい うことであれば競争入札での対応を

検討 したいと考えています。

(2) 発 掘調査業務受託に係る再委託について

再委託業務の積算にあたっては、これまでの

実績を踏まえた積算基準を策定し、個別見積 り

とも比較検討の上、適切な積算を行います。測

量関係の再委託は、埋蔵文化財センターで積算

設計を行い平成 18年 度の落札平均は 88,1%で

芳。

(3) 旅 行命令について

旅行命令については、事前命令であること

厳守 し、適切な事務処理を行います。
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監 査 結 果 措 置 の 内 容

12

,全 体的及び複数の団体に共通する指

摘事項

.三 六協定について

労働基準法第 36条によれば、労

働者に時間外労働、休 日労働をさ

せる場合、労使間で協定を締結 し

(以下三六協定という)、所轄労働

基準監督署長に届け出る必要があ

る。そのため、三六協定無 しに時

間外労働をさせることは法令違反
となるも

速やかに三六協定を締結 し、労

働基準監督署長へ届出を行い、法

令違反 の状態 を解消すべ きであ

る。

日消耗品の購入単価について

外郭団体中低い金額で消耗品を

購入 している団体

各団体で購入する物品の品質、

単位、使用する量などは異なって

お り同一条件ではないため、単価
の額について一概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず

とも他の団体 と比較 して低い金額
で購入することが可能であること

から、他の外郭団体においても多

少な りとも経費を削減する余地は

あると思われる。

正口個別の団体における指摘事項

(1) 県 所有宝物資料の展示等の根拠

について

山内家宝物資料は、 1点 を除き

全て県所有のものであり、県有の

展示用建物があれば、おそらく「公

の施設」に該当し、設置 ・管理条

711の下で使用料が決定されるもの

と推測 される。現在、当該宝物資

料館の展示室で展示されているた

め、正式には公の施設に該当しな

いものと思われるが、保存資料が

1点 を除き全て県有であることか

ら資料の展示等にういて協定書等

でその根拠を明確にしておくべき

である。

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

三六協定について

指摘を受け、すみやかに協定締結と届出を行
いました。 (H18,9.25提出済み)

12.消 耗品の購入単価について

経費削減に努めます。

正.個 別の団体における指摘事項

(1) 県 所有宝物資料の展示等の根拠について

従来の県から財団への依頼文書では、資料に

ついて 「適正な保管・活用」を依頼されており、

財画が展示するなどの活用を図ることを認め

れられていましたが、平成 16年度に県が国宝

を購入したこと、同時に約 3万 6千点の資料の

寄贈を受けたことを機に、適正な管理等につい

ての契約を検討 しました。その結果、平成 18

年 3月 20日付けで 「山内家資料に関する寄託

契約」を締結しましたが、この中で 「展示公開、

調査研究、保存修復、教育普及の用に自己が所

有する資料と同一に利用できる。(第 10条)」

と明記され、資料の活用の根拠を明確にしまし

たる

なお、当財団は、山内家宝物資料の保存 ・展

示'調査研究を目的として県が設置許可を行つ

た財団法人です。
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(2) 資 料の整理 =保管管理等につい

て

県有の宝物資料については、現
在のところ、整理 ・保管 ・管理等
を依頼 している状況にあるため、
自らの業務に対 して補助金を支出
することは自己矛盾に陥ることか

ら補助金ではなく、委託料での支

出、即ち委託契約で行 うべきであ

る。

(3)  宝 物資料館の今後の在 り方につ

い ¬ビ

県民共有の文化遺産としての歴

史的資料の重要性に鑑み、山内家

宝物資料の保存に関する基本方針

に則 り、その保存、展示及び調査

研究を含めて、早急に土佐山内家
宝物資料館の在 り方について明確
にしておく必要がある。

(2) 資 料の整理 ・保管管理等について

県有の宝物資料は、その管理全体を受託して
いるのではなく、「寄託」されていると位置づ

けられています (ただし、この点が必ずしも従

来から明白ではなかったため、平成 18年 3月
20日付けで山内家資料に関する寄託契約を交
わしました。)。寄託のもとでは、県は単に保管
をさせるだけでありt一 方の財団は、自らの本
来業務である 「高知県に関する歴史資料の保

存、展示等活用を図る」ことや 「山内家宝物資

料の保存 ・展示・調査研究」を行 うものです。
したがいまして、県として財団のこうした業務
に対して補助金を支出することは自己矛盾と
は考えていません。

(3) 宝 物資料館の今後の在り方について

従来、資料の保存環境や財団職員の執務環境
が良くなからたことは指摘のとおりですが、平

成 16年度に3万 6千点の寄贈を受け、湿度管

理のできる収蔵庫の整備、執務場所として出内

会館の借り上げを行うなど、一定の整備を行つ

てきました。また、県立の山内家宝物資料館の

可能性については、県においてく高知城周辺の

既存施設を中心に、改修費など経費面での比較

も行いながら、新たな施設を整備する方向で検

討しています。
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12.

.全 体的及び複数の団体に共通する指
摘事項

.三 六協定について

労働基準法第 36条によれば、労
働者に時間外労働、休 日労働をさ
せる場合、労使間で協定を締結 し
(以下三六協定という)、所轄労働

基準監督署長に届け出る必要があ
る。そのため、三六協定無 しに時
間外労働をさせることは法令違反
となる古

速やかに三六協定を締結し、労
働基準監督署長へ届出を行い、法
令違反の状態を解消すべきであ
る。

消耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、
単位、使用する量などは異なって
おり同一条件ではないため、単価
の額について一概には言えないの
であるが、特別な手続きをとらず
とヽ他の団体と比較して低い金額
で購入することが可能であること
から、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は
あると思われる。

個別の団体における指摘事項
)高 知県国際交流運営費補助金交
付要綱について

① 支 出の不確定な予備費を補助対
象経費とすることは補助金の趣旨
に合致せず、適正ではない。

② 実 績報告添付の一般会計収支決
算書によって額の確定が行われて
いるが、事業別の収支決算とはな
つておらず、その他の補助事業等
も含まれているため、提出書類で

は、事業実績に沿つた収支内容は

明確とはなっていない。

③ 事 業変更承認申請を行つている
が、法人職員に代えての契約職員
の雇用等は、事業経費の縮小であ
って軽微な変更に該当し、変更手

続きは必要ない。

Ｅ

て

三六協定について

平成 18年 6月 26日に 「時間外労働 ,休 日労
働に関する協定」を職員と締結し、平成 18年 6
月27日に高知労働基準監督署へ提出済みです。

12.消耗品の購入単価について
コピー用紙については、これまで自色度 8

0%の 用紙を購入 していましたが、平成 18年

度からは金額の廉価な白色度 70%の 用紙を
購入しています。高いと指摘のあった物品や物
によっては他の業者から見積を徴収して経費
の節減に努めます。

Iコ 個別の団体における指摘事項

(1)高 知県国際交流運営費補助金交付要綱につい

て

① 高 知県国際交流協会運営費補助金交付要綱
が改正され、平成 18年度からは補助対象外と
なっています。

② 高 知県国際交流協会運営費補助金交付要綱
が改正され、平成 18年 度からは補助事業実績

書で事業に沿つた収支内容が明確になるよう
に改善済みです。

③ 指 摘事項は軽微な変更に該当し、本来手続が

不要でした。以後、適切に対応していきます。

全体的及び複数の団体に共通する指摘事墳
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④ 事 業実績が決算の支出状況と対

応できるように同補助金交付要綱
で明確にしておくべきである。
また、補助金手続は、同補助金

交付要綱により、補助事業完了後
の実績報告、額の確定及び精算 (返
還)で 必要 ・十分であることから
事務の簡素化に努めるべきであ
る。

(2)助 成事業について

① 南 国市国際交流協会について
は、南国市の外郭団体であるが、
公的機関に近く必ずしも民間団体
とは言い難い。確かに民間関係団
体には違いないが、直接南国市か
ら支援助成 も受けられることか
ら、民間関係団体を厳選して助成
する必要がある。

② 繰 越金が助成額を超え、又は助
成額に近い団体について補助金の

是非について調査 し、助成の廃止

又は縮小について検討すべきであ
る。

③ 海 外県人会活動支援事業につい
ては、その助成の趣旨 。目的が曖
味で、寄付行為に定める 「海外移
住に関する業務」に当たるとは認
め難い。

④ 助 成事業については、補助効果

等を明確にし、厳しい評価のうえ、

県へ実績報告する必要がある。

(3) 消 費税の計算について

① 実 費弁償方式における消費税の

計算を簡易課税によっている場合
には、反復計算をする必要がある。

② 平 成 16年度においては、18,800

円の消費税の過乗J納付となってお

り、同額の委託費の返納不足とな
つている。本事例に限らず、事務
の引き継ぎに際して特に技術的な

事項はマニュアル化するなどの方

法でスムーズに引き継ぎがなされ

るよう工夫する必要がある。

④ 高知県国際交流協会運営費補助金交付要綱
~

が改正され、平成18年度からは事業実績が決
算の支出状況と対応できるように改善済みで
す。

(2)助 成事業について

① 南 国市国際交流協会はt公的機関ではなく民

間の任意団体です。同協会の事業には南国市か
らの補助金も出てますが、同協会は国際交流協
会が推進 している在住外国人支援対策に積極
的に取り組んでおり、当協会としてはその活動
を支援することは必要と考えています。
今後も在住外国人支援対策での補助金交付

申請があれば、厳正に審査の上、助成の必要性
について判断します。

② 各 年度の事業内容を精査して適切に補助金
を交付します。

③ 海 外県人会への助成は、県が密接に関連して
いるため、助成金の金額や助成するかどうか等
を含め県と協議の上、進めていきます。

④ 平 成 17年 度分から県へ実績報告を提出し

ています。

(3)消 費税の計算について

① 平 成 17年 度分は反復計算を行つて算定し

ています。

② 平 成 16年度分の過剰納付分 18,800円につい

ては、平成 18年 3月 6日 に消費税及び地方消

費税の更正の請求書を提出し、平成 18年 4月 6

日高知税務署から更正通知を受け、平成 18年 5

月に高知税務署から還付され、それを受けて高

知県に返還済みです。

今後は、消費税の計算方法については、マニ

ュアルを作成するなどして事務の引継ぎがス

ムーズに行われるようにします。
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日全体的及び複数の団体に共通する指
摘事項

.三 六協定について

労働基準法第 36条によれば、労
働者に時間外労働、休 日労働をさ
せる場合、労使間で協定を締結 し
(以下三六協定という)、所轄労働

基準監督署長に届け出る必要があ
る。そのため、三六協定無 しに時
間外労働をさせることは法令違反
となる。

速やかに三六協定を締結 し、労
働基準監督署長へ届出を行い、法
令違反 の状態 を解消すべ きであ
る。

12.消 耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、
単位、使用する量などは異なって
お り同一

条件ではないため、単価
の額について一

概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず
とも他の団体と比較して低い金額
で購入することが可能であること
から、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は
あると思われる。

E.個 別の団体における指摘事項
(1)補 助金の当初交付決定類と最終

実績額の乖離について

当初交付決定額に対して 20%を

超える不用額 (60,926,167円)の
発生は、事業計画の精度が低いと
言わざるを得ない。
事業計画及び経費配分計画の実

現性 ・確実性等、その精度を高め
ることによって当初補助金交付決
定額と最終実績額の乖離の是正を

図り、もつて県予算の有効な活用
に努めるべきである。

(2)退 職給与引当金について

① 退 職給与要支給額と計上額の差
異

退職給与引当金要計上額と貸借対
照表の退職給与引当金の額に差異
が発生していた。

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

三六協定について

当センターの主たる事務所 (高知市布師田)
に勤務する職員に係る三六協定にっいては、1
7年 度末に締結 し高知労働基準監督署長へ届
出を行いました。

またヽその他の事務所 (香美市土佐山田町)
につぃては、円事務所における新技術、新商品
等の研究開発業務の取扱いを関係機関に相談
した結果、「労働基準法第36条 第1項の協定
で定める労働時間の延長の限度等に関する基
準」(平成 10年 労働省告示第154号 )第 5
条に規定する適用除外業務に該当するとのこ
とでしたので、その他の業務を含め、早急に三
六協定を締結することとします。

消耗品の購入単価について

各年度末に購入頻度の高い消耗品 (10品
目)に ついて、3業者から見積書を徴収し見積
額が最も低い業者から、翌年度の消耗品を購入
しています。しかし、A4コ ピー用紙について
はそれでも割高であることから、18年 度は別
途洋紙専門業者からより低い単価で購入して
います。

正コ個別の団体における指摘事項

(1)補 助金の当初交付決定額と最終実績額の乖離
について

平成 17年 度の不用額は、当初交付決定額
(166,070,460円 )に 対 して 20%以 内の

23,609,665円 (14.22%)と なっています。
今後も、出来る限り企業ニーズの把握に努め

ることにより補助金の当初交付決定額と最終
実績額の乖離を少なくし、限られた県の予算を

有効に活用していく努力を行うていきます。

(2)退 職給与引当金について

① 退 職給与引当金計上不足額については、平成 17

年度末に積み増しを行いました。

7 .

12.
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② 退 職給与引当金の計上基準の注
記

計算書類に退職給与引当金の計
上基準の注記が記載されていなか
つた。また、公益法人会計基準に
準拠するならば、引当金の計上基
準の注記を記載する必要がある。

(3)旅 費の精算について

平成 16年度の上半期において旅
行 日と旅費の精算 日に間が空いて
いるものがあり、最大で 189日の

間隔があった。

(4)預 り金について

前期から繰越している15,901円
が未精算となっていた。預 り金は
過不足のないよう処理し、過不足
が発生した時は速やかに原因を確
認し処理すべきである。

(5)固 定資産の管理について

① 固 定資産の台帳管理について

固定資産台帳にあって、附属明細
書に記載がなかったものが、6点あ
つた。

② 固 定資産の現物管理について

現物実査時において所在が不明
となっている備品が、7点あった。

(6)平 成 16年度貸倒処理に係る消費

税の申告について

消費税の確定申告において貸倒

償却処分 した債権のうちの課税売
上対応分について貸倒に係る税額
の控除をしていない。このため(

消費税が過大に納付されている。
この過大納付額については報告

書作成時点において未だ更正の請

求がなされていない。

② 平 成 18年度から新公益法人会計基準に移行
していますので、この機会に会計システムを見
直し、基準に定められた注記を記載します古

(3) 旅 費の精算について

平成 16年度上半期以降、旅行者には旅行完
結後、速やかに旅行終了報告書及び領収書等の

提出を求め、精算を行うよう指導 ・指示を徹底
し、改善されています。

(4)預 り金について       Ц

預り金については、ご指摘のとおり過不足の

 ヽな いよう処理し、過不足が発生した時は速やか
に原因を確認して処理します。

なお、前期より繰 り越している 15,901円に
ついては、平成 17年度末に雑収入として処理
しました。

(5) 固 定資産の管理について

① 廃 棄済みの処理が固定資産台帳に記載漏れ
となっていたものについては、廃棄処分の記載
を台帳に行いました。また、貸借対照表に計上

されていない固定資産については、平成 18年

度において/t器・備品として帳簿に受け入れる

会計処理を行いました。

② ご 指摘の固定資産についてはt固定資産台帳
の所在欄に設置場所を記載しました。

今後とも固定資産の適正な管理に努めてい

きます。

(6) 平 成 16年 度貸倒処理に係る消費税の申告に

つ いて

更正請求につ きま しては、平成 18年 3月 31

日ヤこ 「消費税及び地方消費税の更正の請求書」

を高知税務署に提出しました。同署による税務

調査が 6月 14日 に行われ、更正の請求を認め

iる 内容の 6月 30日 付けの更正通知書を同署か

ら受領 しました。
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(7)平 成 16年度から一括比例配分方
式に変更 した影響について

個別対応方式によった場合 と一

緒比例配分方式 によった場合で

は、相当額の差が発生する可能性
があ り、システムの更新や、臨時

職員での対応によるコス トと消費
税の増加可能性額 とを比較 して慎
重に意思決定すがきである。

(8)長 期未精算の信用保険預 り金に
ついて

未収割賦償還金及び未収割賦損
料の合計よりも信用保険預 り金の

残高が多い貸付が 3件発見された。
このうち 2件 については順次整

理中であ り、 1件 についてはすべ

ての処理は終了してお り、差額を

雑収入 として精算すべきものが未
処理のまま残高となっていた。今

回の指摘を受けて、平成 17年度に
おいて雑収入 として処理する予定
であるが、期末の債権債務の確定

作業が十分とは言い難 く、今後適

切な決算処理手続きの執行を心が

ける必要がある。

(9)機 械類信用保険の請求が不能と

なった不良債権について

① 定 型的でない事態に対 して複数
の職員で確認 し、適正な事務執行
が確保できるような習慣をつくる

などの対応を確立すべきである。

② 契 約書作成にあたっては、不測
の損害が生 じないように内容を十

分に検討することを心がける必要
がある。

(10)貸 館事業の外部委託に伴うイン

センティブの収入基準額の設定に

つ いて

収入プレミアムの収入基準額の

算出過程をより明確にするため、
その決定過程や検討内容について

も記録し、保存すべきである。

(7)平 成 16年度から二括比例配分方式に変更し
た影響について

個別対応方式での申告に変更します。
変更時期については、システムの修正等が必

要なため、平成 20年度当初からの運用開始に
向けた準備を進めますも

(8)長 期未精算の信用保険預り金について

信用保険預り金の精算処理については、中小

企業金融公庫からの白収報告書査定決定通知
に記載されている 「今後も回収を要する額」が

回収済みになった段階で信用保険預り金の残

高が確定するので、その年度末で雑収入として
処理を行つています古

したがつて、3件 のうち1件 については平成
17年 度中に 「今後も回収を要する額」が回収

済みとなったので信用保険預 り金の残高が確
定、平成 17年度未に雑収入として処理を行い

ました。

残 りの2件 については、「今後も回収を要す

る額」の残があり、これが回収済みとなつた年

度末で雑収入として処理を行 うことにしてい

ます。

(9)機 械類信用保険の請求が不能となつた不良債
権について

① 課 員複数で確認を取り合い、契約書に基づき

適正な事務処理を行います。

(10)

契約書については、随時その内容を検討し改
正を行 うように心がけています。最近では平成
14年に契約書を改定しており、今後も必要に応
じ改定を行うことにしています。

貸館事業の外部委託に伴うインセンティブの

収入基準額の設定について

平成 14～16年度における貸館事業の利用実

績は、平成 14年度が事業開始後最多の利用実

績、平成 16年度が事業開始当初を除き最少の

利用実績で、平成 15年度はその平均的な実績

となっていました。特に、近年利用実績が低下

傾向にありましたので、外部委託においては平

均的な実績を目標とすることとし、収入基準額

は平成 15年度の利用実績等を勘案して設定し

ました。以上の算出過程について整理し、記録

しました。

②
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■.

( 1

個別の団体における指摘事項
)駐 車場の供用時間について

高知公園駐車場業務委託契約の

円要綱 による駐車場 の供用時間
(午前 0時 から午後 12時までの24

時間)に ついては、高知県立都市
公園条例施行規則による駐車場の
供用時間 (午前 8時 から午後 5時
まで)に 従つて業務委託をすべき
である。

(2) 退 職給与引当金について

委託契約の精算に伴 う返還金の

取扱いについて精算方式をとる受
託事業のみの会計であるにもかか
わらず、次期繰越差額 535,456円

が計上されている。
正式な決裁処理 を行 うととも

に、当年度精算であることから当
該返還金については次期繰越金で
はなく、未払金に計上 し返還すべ

きである。

(3)適 切な調査に基づく経済波及効

果の計算について

プロスポーツ誘致事業の助成金
の原資は、県の補助金によるもの

であることから、毎年度、各球場
における観客消費支出調査を実施
し、実態を把握するとともに、そ
の他報道等によるPR効果も含めた

適切な経済波及効果の計算を行 う
必要がある。

(4)請 求書に記載する請求年月日の

記入について

増Ellの委託契約において印刷物
の納品日、検認 ・検査 日及び代金
の支払請求 日は、年度末のものを

除き、相当期間間隔があいている。

また、請求書の受理に当たって

は、受付印のみでなく、請求書に

請求年月 日を明記させるよう業者
に指示すべきである。

仰別の団体における指摘事項
) 駐 車場の供用時間について

平成 18年 度協会が、高知公園駐車場の指定
管理者となり、高知県と 「高知県立高知公園駐
車場の管理に関する基本協定書」を結んでいま
す。

駐車場の供用時間については、こあ協定書と
一部改正を予定している高知県立都市公園条
例施行規則の間で整合性を図ることとしてい
ます。

(2) 退 職給与引当金について

指摘の件をふまえ、平成 18年 5月 25日 付
け県か らの返納通知書により、同 日返還金
535,456円を納付処理済です。

なお、ご指摘の収支計算書の差替え処理時に

行つていなかった回議書による変更の決裁処
理は、書類を作成 し正規の書類として整備 しま
した。

(3)適 切な調査に基づ く経済波及効果の計算につ

いて

高知県におけるプロ野球キャンプの経済波

及効果の調査は、平成 14年度 (平成 15年春季)
キャンプを最後に実施 していません。

その後は、入場者数の整理をもつて対応 して
います。今後は、ご指摘の趣旨を踏まえて、県
の指導を受けながら経済波及効果の計算測定
の方法の検討を行い、プロ野球キャンプ効果の

把握に努めていきます。

(4)請 求書に記載する請求年月日の記入について
ご指摘のとおり、納品されてから検査 ,検認

をするまでに相当期間があいてお り不適切で

あつたため、今後は納品後速やかに検認等の確

認を行 うようにしていきます。
また、業者からの請求書についても請求 日を

記入させ、支払いが遅延することのないように

処理していきます。

Ｉ

く
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(5) 観 光客誘致拡大支援事業の効果

測定等について

旅行業者に対してより魅力ある
集客目標設定施策 (インセンティ
ブ)を 提供し、誘客拡大に努める
とともに、インセンティブ助成事
業については有効性め観点から経
済波及効果測定など効果測定を行
うべきである。

(6)補 助金交付手続の簡素化につい
て

高知県緊急対策事業費補助金
手続にっいては同要綱による手続
きで必要 ・十分である。このため、
補勢金事務の簡素化を図るととも
に、事業計画の確実性、実効性を
高めることによって補助金申請額
の縮小化に努め、もつて県予算の
効果的く効率的な執行に寄与すべ

きである。

(7)預 金管理1とついて

現在の低金利の状況を鑑み、四
国銀行以外の金融機関について
も、普通預金については、決済性
預金へ移行するなどしてペィォフ
によるリスクを避け、預金管理を
行うのが望ましいと思われる。

(8)計 算書類の作成について
県提出用と税務申告用の 2種 類

の計算書類を作成 しているが、事
業ごとに公益法人会計基準に従っ
た収支計算書t正 味財産増減計算
書を作成しそれらを合算して計算
書類を作成する方法によることが
適切であると思われる。

(5)観 光客誘致拡大支援事業の効果測定等につい
て

ご指摘の件については、集計の推移を見なが

ら、データ整理のうえ分析を行い、契約会社に
対しフォローを行っています。今後は、ご指摘
の趣旨を踏まえて整理していきます。

(6)補 助金交付手続の簡素化について
平成 18年 3月 30日付けで、補助金交付要綱

をT部 改正し、知事承認が必要な変更を 「大科
目」相互間から 「経費区分」相互間に変更し、
事務の簡素化に努めました。

また、ご指摘のとおり、事業計画の確実性、
実効性を高めるよう今後も努めていきます。

(7)預 金管理について
四国銀行以外の金融機関め普通預金につい

ても、決済性預金に移行しました。【平成 18年
2)弓 27 日】

(8)計 算書類の作成について
収支計算書の中に、「什器備品購入支出」

科目を設け、 1種 類の計算書類としました。

(9)京 阪神地区 ・大学生による県内スポーウ施設
下見ツアー事業について

① 平 成 16年度処理についてはご指摘のとおり
であり、平成 17年度は委託先の日本 トラベル
センターと十分調整を行って、改善処理を行い

ました。

② 合 宿実施の追跡調査については、委託先の日

本 トラベルセンターからの報告書をもつて行
っています。



平成 17年度包括外部監査結果に基づく措置について 29

監 査 結 果 措 置 の 内 容

(10)教 育リーグ 「よさこいりTゲ 」
開催運営費負担額について

① 支 出科目について検討を要する
ものについて        ‐

高知往復に要する経費及び球場
使用料を旅費交通費および使用料
とすることには疑義がある。その

内容からは負担金又は助成金とし
て整理することを検討すべきであ
る。

② 教 育 リーグ 「よさこい リーグ」

開催運営経費立替金について
「よさこいリーグ」開催実行委

員会の事務局は財団の職員が兼任
しているのであるがこのような状

況においては経理処理が恣意的に

なりやす く、経費の負担関係も不

透明になりがちであり、厳密な経

理処理 をこころがける必要があ

る。

③ 報 償費より支出した土産代につ

Vヽ
ヤ
C

適切 とは認めがたい証拠書類に

より支出しているものがあった。

少なくとも公金又は公金に準ずる

支払いに際しては、厳格な手続き

を遵守すべきである。

(11)知 事のキャンプ地歓迎訪問時の

手土産代について

高知県観光ヨンベンション協会
の会長 としての知事の手土産等は

県が直接支出することも検討する

必要がある。

「よさこいリーグJ開催運営費負

おりでの費目整理が適当と判断
今後は改善していきます。

(10)教 育リーグ

担額について

① ご 指摘のと

されるので、

協会は 「よさこいソーグ開催実行委員会」に

対 して負担金を支出する一
方で、よさこいソー

グ誘致活動費も協会予算に計上しており、スポ
ーツ部職員の平成 15、16年 度活動旅費等は協

会予算で対応 してきたものです。それに対 し

て、「同実行委員会総会」において委員より、
「県民を挙げて誘致活動を行つているもので

あり、観光コンベンション協会予算だけで対応

するのは不適当ではないか。」との指摘を受け、

振替処理を行つたものです。
ご指摘のとおり、今後も厳密な経理処理をこ

ころがけます。

③ ご 指摘に基づき

した。

平成 18年 度から改善 しま

(11)知 事のキヤンプ地歓迎訪問時の手上産代につ

いて

ご指摘の趣旨も踏まえて、適正な事務の執行

に努めます。

②
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12

コ全体的及び複数の団体に共通する指
摘事項

.三 六協定について

労働基準法第 36条によれば、労
働者に時間外労働、休 日労働をさ
せる場合、労使間で協定を締結し

(以下三六協定という)、所轄労働
基準監督署長に届け出る必要があ
る。そのため、三六協定無しに時

間外労働をさせることは法令違反
となる。

速やかに二六協定を締結し、労働

基準監督署長へ届出を行い、法令
違反の状態を解消すべきである。

,消 耗品の購入革価について

各団体で購入する物品の品質、
単位、使用する量などは異なって
お り同一条件ではないため、単価
の額について一概には言えないの
であるが、特別な手続きをとらず
とも他の団体と比較して低い金額

| で 購入することが可能であること
から、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は

あると思われる。

個別の団体における指摘事項

) 長 期貸付けの方途について

高知県漁業信用基金協会は、毎

年度、高知県と貸付金貸借契約を

締結 して短期借入れ を行 つてい

る。

貸付金の適切な管理 と安定 した

運用のため、かつ余分な事務コス

トを削減するために当該資金の長

期貸付けの方法について検討すべ

きである。

Ｉ

く

(2) 出 捐金の支出について

求償権の償却財源としての出摘

金の支出については貸付実績があ
つた年度からでも十分対応でき、

見直し等を行うべきである。

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

三六協定について
三六協定は、平成 18年 6月 30由 に締結し、

7月 4日 に高知労働基準監督署へ届出しました。

12=消 耗品の購入単価について

消耗品費の購入費は少額ですが、なお、一層適

切な購入に努め経費節減を図つていきます。

E.個 別の団体における指摘事項        |

(1)長 期貸付けの方途について

当該貸付金は、信用事業統合において県信用

漁業協同組合連合会が漁協に貸 し付ける事業

不足資金に対 して保証を行 う県漁業信用基金

協会のリスク負担を軽減することを目的に、保

証 リスクに見合つた運用益の確保を支援する

ものです。
ご指摘の趣旨を踏まえ、当初の事業目的に沿

った短期貸付金に替わる新たな支援策への移

行を検討 します。

(2) 出 塙金の支出について

県の予算が単年度予算であることを考えれ

ば、制度資金倉J設の際に出えんしなければ、後

年度に償却財源が必要になった場合に予算措

置ができないことが考えられます。将来のソス

クを念頭に置いた取り組みであり、引き続きこ

のスキームで新規就業者の支援を行つていき

ます。
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(3)預 り金について

預り額と支払額の差異 462円 が
生じていた。預 り金は過不足のな
いよう処理 し、過不足が発生した
時は速やかに原因を確認 し処理す
べきである。

(4)旅 費規程について

① 日 当の二重払いの可能性につい
て

旅費規程 によれば、 「鉄道片道
150粁以上、バス片道 75粁 以上の

旅行で当 日帰還 した場合は宿泊料
一夜分を支給する。」となってい

る。このため、条件に合致する旅
行を 2日 間連続しておこなった場
合、2治分の宿泊料が支給されるこ
とになる。

日当に関する規定については見
直しをする必要がある。

② 旅 行の実態にあわないグリーン

料金について

本来、旅費は実費の支給が原則
であり、旅行の実態にかかわらず
定額で支給されるグリーン料金等
については、規定の見直しをすべ

きである。

③ 必 要性の低いと思われる宿泊に
ついて

宿泊の必要性 については、慎重

に判断す るとともに、泊が必要な

旅行 については、旅行命令簿に泊
が必要な旨記載すべきである。

(5)非 常動の理事 ,監 事の報酬につ

いて

受領を辞退 したものを除き、理

事会への出席回数に関係なく定額
で役員報酬を支給している。

'

非常勤の理事 ・監事の報酬につ

いては、年間を通 じての定額支給
に問題があるとは言えないのであ

るが、社会情勢等考慮 し、必要な

見直 しも検討すべきである。

(3)預 り金について

指摘された預 り金差額462円については雑収
入 として処理をしました。

(4) 旅 費規程について

① 日 当の二重払いの可能性について
想定外の出張の旅費支給条件であり、今後は

適切な規程の運用を行います。

② 旅 行の実態にあわないグリーン料金につい
て

旅費規程については、他の水産団体とも協議
し検討のうえ、できるだけ早い時期に見直しを

行います。

③ 必 要性の低いと思われる宿泊について

旅費規程については、他の水産団体とも協議
し検討のうえ、できるだけ早い時期に見直しを

行います

(5) 非 常勤の理事 Ⅲ監事の報酬について

以下の理由により、現時点での見直しは考え
ていない。

① 監 事 。理事の責任は、会議出席と連動するも
のではありません。

② 平 成 17年度に理事定数を 5名減員していま

芳。

③ 年 報酬額 190千円は、四国の 3協会と比較し

ても低額です。
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12

,全 体的及び複数の団体に共通する指
摘事項

コ公の施設の数値目標について

数値による目標管理や評価は当
然に万能ではない。 しかし数値に

含まれる非常に重要な情報を無視
しては的確な経営の継続は困難で
ある。どのような数値を評価基準
や 目標 とするかは簡単なことでは
ないが、目標や評価基準の数値化
は不可欠なものと考える。

.消 耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、
単位、使用する量などは異なって
お り同一条件ではないため、単価
の額について一概には言えないの

であるがく特別な手続きをとらず
とも他の団体と比較 して低い金額
で購入することが可能であること
から、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は
あると思われる。

個別の団体における指摘事項

)鏡 野公園の管理方法について

指定管理者制度の導入に伴い、
選定事務等が必要となるが、現状、
この鏡野公園を同協会が管理委託

する特段のメリッ トが認められな
いことから、県は鏡野公園の管理

方法について検討 ・改善すべきで

ある。

契約書作成について

協会の契約方法については高知

県契約規則を準用 しているが、契

約金額の面から請書で行 うことが

適正でないものがある。正式な契

約書を作成すべきである。

地元還元型契約から競争性のあ

る契約方法への改善について

のいち動物公園は開園以来、10数

年経過 してお り、地元還元型の随

意契約から、競争八札によるなど

競争性のある契約方法に改善すべ

きである。

工

て

2)

I.全 体的及び複数の団体に共通する指摘事項

公の施設の数値目標について

平成 19年度の事業計画に、目標入園者数を記
載し、目標達成に向けて事業実施していますも

12.消耗品の購入単価について

複数業者からの見積合わせを実施したうえで、
納品の利便性も考慮 し、選定するようにしまし
た。

正日個別の団体における指摘事項
(1)鏡 野公園の管理方法について

平成 18年度から中央東土木事務所が、直接
管理することになりました。

(2) 契 約書作成について

契約書を作成するようにしました。

3)地 元還元型契約から競争性のある契約方法ヘ

の改善について

地元還元型の随意契約を改め、平成 18年 度

には、香南市シルバー人材センターと単価契約

を締結 しました。その結果、年間契約額は、平

成 16年度の半額程度 となりました。
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(4) リ サイクル肥料の有料化につい
て

リサイクル肥料にっぃては、現
状無料配布となっているが、来園
者への無料配布等によってジサィ
クル肥料の有用性も定着している
ものと考えられるので、最低限「袋
代」程度の実費についての有料化
など検討する必要がある。

(5)蔦 委託契約に当る契約方法につ
い1ご

単に設備施工業者 とい う理由のみ
での特命随意契約は、よリー層の
不公平を増幅することとなること
から、再委託については、その他
の保守管理業者の有無について事
前調査を十分に行 うとともに、よ
り競争性を発揮できる契約方法に
検討 ・改善すべきである。なお、
機械警備委託については、この動
物公園が続く限り、委託契約が継
続することとなるので、警報機器

等の償却年数を一定期間として区
切 り、その都度、競争八札とする
など競争性をもたせる必要があ
る。

(6)消 費税の計算誤 りと委託費の精
算

① 消 費税の申告計算誤りについて

実費弁償方式による委託費の消
費税計算にあたって控除税額が過
大となりこの結果消費税額が過小
に計算され申告されている。

② 消 費税の確定計算について

実費弁償方式により委託費の精
算をおこなう場合上記による委託
費の増加分に対する消費税を反復
計算により確定する必要があるが

当然にこの再計算はなされていな
い 。

(4) リ サイクル肥料の有
無料としている現在でも、在庫が増えて、在

庫置き場が満杯となつて処理に困り、動物公園
の関係者に引き取ってもらうことが再々生じ
ている状況であり、有料とすると更に処理に困
る状況も予想されます。

このため、今後はいろいろな機会を捉えて、
ブサイクル肥料の宣伝をする中で、有料化が可
能か検討もしますが、現在は無料配布を継続し
ています。

(5)再 委託契約に当る契約方法について
① チ ノ収集運搬委託

平成 18年度までの旧野市町区域内のゴミ運
搬収集許可業者は当該業者のみです。複数の業
者が許可された場合は競争とします。

② エ レベーター保守管理委託
平成 18年度から、複数業者から見積 りを徴

しています。(H18年度契約額 819千円)
③ か らくり時計保守点検委託

平成 18年度から契約方法を見直し、地元業
者と単価契約締結しています。

④ 電 気及び給水施設日常保守管理委託
契約の相手方は、平成 4年から当該業務に従

事しており、園内の複雑な電気及び給水施設に
精通 しています。勤務形態もほぼ職員 と同じ
で、すぐ対応でき、住居も近くで、夜聞等の繁
急時にも直ちに対応できることから、随契を継
続しています。

③ 空 調設備保守点検委託

平成 17年度から複数業者から見積もりを徴
しています。(18年度契約額 592千円)

⑥ 機 械警備委託

今後の競争性については他の類似施設の状
況も見ながら検討していきます。

(6) 消 費税の計算誤りと委託費の精算

①及び②

平成 14年度から17年度の消費税及び地方消費
税について、指摘された適正な算出方法及び反

復計算により算出し、平成 18年 12月 21日付

けで修正申告のうえ、修正額 118,900円を便益

事業特別会計から納付しました。
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(7) レ ス トランの効率化にっぃて

メニューが少ないとぃぅ具体的
意見が複数件寄せられているにも
かかわらず、合理化の名のもと、
セット物のメニューの大部分の廃
止をおこなっているが、ニーズに
逆行する対応 といわざるを得な
V 。ヽ

ここで指摘 したいことは、来場
者の満足度をより増すとい う目標
のもと提供 しているサービスが、
逆に不満足度を増 しているのでは

ないかということの一つの例示と
して指摘しているのである。

(7) レ ストランの効率化Fとついて
~下 十~~―

平成 18年度からはキリンカレーや動物の形
をした手作リクッキ‐などのオ"ジナルメニ
ューを開発し、メニューに加えるなど工夫する
などお客様の満足度を高めるよう活動してい
ます。
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12

.全 体的及び複数の団体に共通する指
摘事項
日三六協定について

労働基準法第 36条によれば、労
働者に時間外労働、休 日労働をさ
せる場合、労使間で協定を締結し
(以下三六協定という)、所轄労働

基準監督署長に届け出る必要があ
る。そのため、三六協定無 しに時

間外労働をさせることは法令違反
となる。

速やかに二六協定を締結 し、労
働基準監督署長へ届出を行い、法
令違反 の状態 を解消すべ きであ
る。

.消 耗品の購入単価について

各団体で購入する物品の品質、
単位、使用する量などは異なって
お り同一

条件ではないため、単価
の額について一概には言えないの

であるが、特別な手続きをとらず
とも他の団体 と比較 して低い金額
で購入することが可能であること
から、他の外郭団体においても多
少なりとも経費を削減する余地は
あると思われる。

1個 別の団体における指摘事項
1) ス ポーツ教室参加料収入につい

て

委託契約に何ら触れられていな
いまま、参加者から 「参加料」を

徴収して、そのまま財国の事業収
入としているのは適正でない。

スポーツ教室開催事業は、県か

らの受託事業であることから参加

料を含めて収支計算書で報告し、

精算すべきである。

) よ り的確 ・効果的な予算積算に
つ いて

① 管 理委託は、特殊なものを除き、

その大部分は年度当初には所要額
が既にほぼ確定 している。年度末

近 くの契約変更は、県の当年度予

算の当年度内における有効活用及

び効率的執行の面から時期的に遅

きに失し、適切でない。

正

く

全体的及び複数の団体に共通する指摘事項

三六協定について

平成 1母
!年

度協定を締結 し、平成 18年 6月
27日 に労働基準監督署へ届け出ました。

12.消 耗品の購入単価について

当財団では、消耗品の購入量が少ないため、
2者 見積は行らていませんが、他の団体の例を
示すなどして経費削減を県から財団へ指導し
ました。

個別の団体における指摘事項

) ス ポーツ教室参加料収入について

平成 18年 度から、委託契約書のなかで、委

託費に含まれない必要経費 (会場借 り上げ費

等)に ついて参加料として参加者から徴収する
ことを明記しました。

参加料の収支決算については、委託事業の精

算書及び事業実績報告書 とともに報告 させま
=チ~。

( 2 )

①

より的確 口効果的な予算積算について

平成 17年度は、春野総合運動公園の委託契

約については変更ありません。県民体育館及び

武道館の委託契約については 1月 5日 (平成 16

年度の変更契約は、3月 18日)に変更の契約を

しました。

工

′
ｔ
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② 委 託料の額の確定につVfて、精

算方式を採っていることから、年
度末での変更契約は、二重の行政
コス トとなり、事務手続も煩瑣に
なり適切でない。

③ 年 度末近くに変更契約が行われ
ているにもかかわらず、委託料確
定後の返還額は、契約額総額の
11.40%の巨額となっている。契約
金額は、一定限度内の契約とはい
え委託額の積算が不十分であると
言わざるを得ない。

(3) 自 動販売機の設置について

自動販売機の設置について、ォ
ープンしてから既に 25年 経過し
ており、地元団体に地元還元的な
特権的地位を与えることは公平の

観点から見直しを行い、是正改善
すべきであると

(4) 占 用許可の取消等について

水 泳場の 2階 売店及び自動販売

機についてはt平 成 16年 9月 30

日にlgt去され、監査 日(H17.11.14)

現在、売店も営業 していないにも
かかわらず、占用許可の取消の手

続をとらず、使用料を支払ってい

るのは適正でない。

占用許可で、使用料は毎年度徴
収されていることから、利用 して
いない面積について早急に占用許
可について取消等所定の手続を行
うべきである。

(5) 地 元還元型の契約について

春野総合運動場の管理業務につ

いて、T部 地元1日地権者等に対す
る地元還元的に特権的地位を与え

ることは、公平性、透明性の観′点
から適正でない。

春野総合運動公園としてオープン

して以降、既に 25年 が経過 してお

り、早急に見直 していかなければ

ならない時期に来ている。地元還

元型の随意契約から競争八札によ

るなど競争性のある契約方法に改

善すべきである。

② 平 成 17年 度は①のとおり。平成 18年 度か
らは、いずれの施設も指定管理者制度に移行し
ています。

③ 平 成 17年度においては、両契約での契約額
(398,242,150円)と 確定額 (366,231,826円)

との差額が 32,010,324円で契約額の &94%と
なりました。
平成 18年度からは、指定管理者制度に移行

し、その予算については精算額を元に積算し、
広く事業計画を公募しました古

(3) 自 動販売機の設置にういて

自動販売機の設置許可は施設利用者の利便
を図るため、必要台数を5年 以内の期間を定め
て、県が許可しているものであり、春野運動公

園の設置の経緯をふまえて地元の組織に一定
の許可をしてきましたが、許可更新の時期に指

定管理者の意向も踏まえて再検討します。(平
成 18年 度から泰野運動公園は指定管理者制
度を導入しており、当該財団以外の者が管理)

(4) 占 用許可の取消等について

占用許可は、平成 17年度末で取り消しまし

た。(春野総合運動公園の水泳場では、大会等
がほとんど行われなくなったため、平成 16年 9

月末で売店等の営業を停止しました。しかし主
に大会等の行われている高知市東部アリーナ
のプールが平成 17年度から休業するとの情報
により、営業を再会することを考慮し、許可取
消しの手続きは行いませんでした。

平成 17年 度に東部アジーナのプールほ休業
となりましたが、当水泳場での大会が予想した
ように開催されなかったため、営業の再開はし
ませんでした。)

(5) 地 元還元型の契約について

H18年 度からは春野運動公園の管理につ

いて指定管理者制度を導入しており、これまで
の契約状況の情報提供は行いましたが、指定管
理者の判断するところにより、契約していま

す。(平成 18年 度から当該財国以外の者が管
理)
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(6) 再 委託契約に当る契約方法につ

い ¬C

単に導入機材設置業者 とい う
理由のみでは特命随意契約の理由
としては不十分である。
再委託については、その他の保

守管理業者の事前調査を十分に行
い、より競争性を発揮するよう契
約方法を改善すべきである。

(7)法 人本部事務局に係る使用関係
について

島知県立泰野総合運動公園内の

管理棟の一
部を財日本部として使

用することは、単に高知県の暗黙
の了解の下に、同スポーツ振興財
団が事実上使用 しているに過 ぎ
ず、何 ら権原を有するものではな
いことから適正でない。
法人本部事務局に係る使用関係

について使用許可等により権原を
明確にすべきである。

(8)行 政財産の目的外使用許可に係
る使用料の取扱いについて

自販機設置にかかる目的外使用

許可について、所管部局によって

使用料の 「徴収」 と 「免除」 と、
その取扱いが大きく異なってい

る。

行政財産の目的外使用許可に係
る使用料の取扱いを統一的に行 う
べきである。

(9)委 託費で購入した資産について

喫煙室を設置するための工事費

を需用費で支出しているが、県に

対 して財産増加の報告はされてい

なかった。当該工事により建物の

機能が増加するため、県の財産 と

して台帳に記載 し、管理すべきで

あると思われる。

(10)法 人税について

財団は、決算資料を調整後法人

税の計算および申告を高知市内の

税理士に委任 している。この申告

書作成過程で、税理士に法人税法

等の解釈に誤解があり法人税等を

過大に申告 し納付している。

(6) 再 委託契約に当る契約方法について
~~~

平成 18年度から指定管理者制度を導入した
ため、従前からの(財)高知県スポーツ振興財団
との契約は廃止しました。

7) 法 人本部事務局に係る使用関係について

平成 18年 度から (財)高 知県スポーツ振興
財団は、本部事務所を県民体育館に移すことに
なり、当財団からの目的外使用許可申請に対し

て、県民体育館の 1室 を高知県財産規則の規定
に基づき許可しました。

(8)行 政財産の目的外使用許可に係る使用料の取
扱いについて

平成 18年 度から、県民体育館及び武道館の

自販機設置にかかる目的外使用許可について

は、管財課の合議のもと使用料を徴収すること

としました。

(9)委 託費で購入した資産について

台帳に記載するよう処理を進めます。

(10) 法 人税について

平成 16年 度申告について、税理士を通じて

所管税務署に修正申告を行いました。また、平

成 17年度確定申告は適切に積算しました。
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(11) 消 費税について
税理士の意見を聞き、

を行うこととしました。
キれまでどぉりの算定


